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はじめに

　「立憲民主党・民権クラブ神奈川県議会議員団」は、昨年の改選期を経て所属議員26名

の会派として現在県議会で活動しているが、今後も県民の付託に応えるべく、県民の目線

に立った政策提言を行っていく決意である。

　本書は令和3年度の予算・施策に関する要望書であり、作成にあたっては県民をはじめ

県内自治体や各種団体等からご意見を頂戴した上で、会派としての提言を盛り込んだもの

となっている。

　さて、本県財政は歳入面では県税収入の比率が高いことに加え、法人県民税や事業税も

主たる税源であることから、不安定な税収構造となっている。

　一方、歳出面においても、急速に進展する少子高齢化に伴う介護・医療・児童関係費等

が増加することが見込まれており、歳出に占める義務的経費の割合は今後より一層高くな

ることが避けられない状況にある。

　また、県債に目を向けてみても、国の借金の肩代わりとも指摘されている臨時財政対策

債を含めた残高は約3兆3,000億円にまで上っていることからも、今後もさらなる財政健

全化施策の推進が求められている。

　これら従来からの厳しい財政状況に加え、昨今猛威を振るっている新型コロナウイルス

感染症の影響により今後の財政運営はより一層厳しいものとなっている。

　すでに来年度予算編成における現時点の財源不足額は約1,100億円と見込まれ、昨年度

の予算編成時の約700億円と比較しても大きく拡大しており、我が会派は今後の財政運営

に大きな危機感を抱いている。

　そのような中、県として持続可能な財政運営を行っていくためには、既決予算の組み換

えや事業の抜本的見直しを基本とし、社会情勢の変化に応じた機動的な財政出動を行い、

県民生活に影響が出ないよう最大限の努力をする必要がある。

　知事並びに県当局におかれては、県政が直面する諸課題、特に県民生活に深く関わる喫

緊の課題に対しては、県民に寄り添い、的確にかつスピード感を持って対応するとともに、

来年度予算編成及び施策・事業の実施にあたっては、本要望書の内容を真摯に受け止め、

反映されることを強く求めるものである。

令和2年10月吉日

立憲民主党・民権クラブ神奈川県議会議員団

団　　　　長　　　　　　　　松本　　　清

政務調査会長　　　　　　　　斉藤　たかみ
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新型コロナウイルス感染症関連要望

1.  神奈川モデルの強化について
クルーズ船受け入れ以来、医療体制逼迫の中、いち早く病床の確保と医療機関の役割分

担をはかることで神奈川モデルを構築したことは高く評価するところである。

第 2波の到来が言われる中、その検証をはかりながら、不断の決意で修正をはかり、体

制の強化をはかること。

検証にあたっては、地域医療や救急医療への影響も考慮しながら対策にあたること。

無症状・軽症者への宿泊療養施設の確保にあたっても、感染者の状況を把握しつつ、地

域の偏在是正も考慮して適切にその確保にあたること。

また、その影響により起きている患者の受診控えや医療関係者へのいわれなき差別など

に対し、対策を講じること。

2.  県内医療機関への財政的支援について
コロナ患者の受け入れの有無に関係なく、県内医療機関の経営状況は悪化し、新型コロ

ナウイルス感染症以外の疾病の治療にも影響が及んでいる。このままの状況では、本県の

医療提供体制全体が崩壊する可能性も否定できない。

県内の医療機関に対し、経営コンサルタントの派遣を含め、さらなる積極的な財政的支

援を講じること。

国への働きかけはもとより、県としても主体的に財政出動を検討すること。

3.  検査の拡大・拡充について
感染者の全国的な急増を受け、本県でも「検査の神奈川モデル」が示され、今後集団感

染が懸念される施設などを対象に集中検査を実施していく方針が発表された。その方針に

従い、保健所設置市と連携をはかり、検査の拡大・拡充をはかること。

また、その公表にあたっては、必要以上の不安を煽ることなく、県民が本当に知りたい

情報を正確にかつ簡潔に伝えるよう、わかりやすい広報を検討すること。

4.  心のケアと自殺対策の推進について
本県では、昨年も 1076 人（警察庁資料による）の尊い人命が自殺によって失われた。

この数は全国で 4番目に多く、コロナ禍における経済的困窮や精神的苦痛を背負った人々

の急増に対し、今まで以上に自殺者の増加が心配されている。自殺未遂者や自死遺族に対

する支援をこれまで以上に拡充すること。事前防止の支え手であるゲートキーパーの養成
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を、市町村や県内事業者と連携して進めること。

また、心のケアの取組では県が始めた「いのちのほっとライン＠かながわ」が当事者に

届くように周知や活用の拡充に早急に取り組むこと。さらに、SNS の活用ができない人の

ために電話や直接応じるカウンセリングなども引き続き取り組むこと。

各種相談機関の相談員や、警察・消防等の職員の対応能力を高めるよう、研修を充実さ

せ、悩んでいる人の早期発見・早期相談に取り組むこと。

5.  新型コロナウイルス感染症対策について
新型コロナウイルス感染症の拡大は教育現場に大きな影響を与えた。県が今後対策を行

う際には、学びの保障、心のケア、衛生設備・資機材の支援、という視点をもって対応す

る必要がある。

学びの保障に関しては、学習面での遅ればかりでなく、成長過程で重要な体験である学

校生活における集団活動といった体験過程を軽減しない取組を行うこと。また、家庭学習

では学習の定着度が低くなることも一部の調査で報告されている。年度内に学習の修了を

強いることなく、高校入選に弾力的な措置を講じること。

心のケアに関しては、三か月に及ぶ家庭学習や生活リズムの乱れにより、学校再開後も

リズムを取り戻せなかったり、集団になじめなかったり、細やかな指導や相談が必要な児

童・生徒が増えている。より丁寧な対応が図れるよう相談体制の強化を図ること。

衛生設備・資機材の支援に関しては、学校においても日常的に消毒薬・防護服などが不

足している。医療や福祉現場と同様に、設備・資機材の支援を行うこと。特に市町村立学

校には県立学校と同等に配布されるよう市町村と連携して対応すること。
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重点要望

1.  持続可能な財政運営について
本県は厳しい財政状況に置かれており、現時点で来年度予算編成時における財源不足額

は約 1,100 億円と見込まれる。

今後は、従来の介護・措置・児童関係費等の増加に加え、新型コロナウイルスの影響に

よる減収も見込まれるため、施策・事業を抜本的に見直し、状況に応じた柔軟かつ機動的

な財政出動を実施し、持続可能な財政運営に取り組んでいくこと。

また、今後大幅な減収が予想される「地方消費税」や、県内自治体にも影響が出ている

「入湯税」も減収補塡債の対象とするなど、地域の実情も踏まえた働きかけを国に対し行い、

本県へのマイナス影響を回避するため全力を尽くすこと。

2.  日米地位協定の改定について
日米地位協定は、1960 年（昭和 35 年）に締結され、今年で 60 年目を迎え、この間、

我が国に置かれている米軍基地に起因する様々な問題が発生してきたものの、一度も改定

がなされていない。

相次ぐ航空機事故や、航空機等の騒音による被害の発生、環境汚染、さらには、米軍人

等による事故や犯罪の発生など、基地に起因する問題は広範多岐にわたり、こうした問題

の背景には、日米地位協定の課題があると指摘されおり、その改定が必要である。

先日横須賀市が基地関係県市連絡協議会からの退会を決めたことは大きな衝撃を受けた

が、本県としては影響されることなく、日米地位協定の改定に向け、引き続き国に働きか

けること。

また、新型コロナウイルス感染症に関する感染者情報等の開示をこれまで本県のみなら

ず我が会派としても強く求めてきており、先般感染者数の発表は実施されたが、日米合同

委員会合意に基づく、米軍と日本の衛生当局との情報交換に関して、感染者の行動履歴等

については、迅速かつ的確に情報提供されるよう働きかけるなどし、地域住民の不安の軽

減に努めること。

3.  災害時の踏切早期解放ルールの整備について
災害発生時の踏切遮断は、緊急時の避難行動や緊急車両などの通行の妨げとなることが

確認されている。また津波災害下では、避難時に遮断された踏切を横断せざるを得ない状

況が発生するとも考えられる。

災害時の踏切の早期解放及び緊急を要する際の遮断踏切通行時のルール作りについて、

国と鉄道事業者で協議をするよう、県は国に対して強く働きかけること。
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4.  高齢ドライバーの事故防止と運転免許証の自主返納の促進について
昨今、高齢者のドライバーが運転するクルマの逆走や、アクセルとブレーキの踏み間違

え等による重大事故が多発しており、社会問題となっている。

身体機能の低下が露見する高齢者が自ら進んで運転免許を返納し、地域の交通安全が図

れるよう、市町村と共に高齢者の相談支援体制の拡充と、「神奈川県高齢運転者免許自主

返納サポート協議会」の拡充・周知に取り組むこと。

5.  コロナ禍におけるアフターコロナも踏まえた本県の
　 観光戦略プロモーションの抜本的見直しについて
新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技

大会の開催並び外国人観光客の誘致を軸とした、これまでの本県の観光戦略プロモーショ

ンそのものを大きく見直す必要がある。

その際のポイントとしては、インバウンド需要の復活についても、一定の時間を要する

ものと考えられることから、「仮想旅行等、いまを乗り切る施策を行いながら、中長期的

な視点ももって、同時に動き続ける」ことが何より重要であると考える。

まず短期については、この厳しい状況下で県内を中心とした需要をいかに喚起する施策

への支援等を行うこと。また中長期については、これまで漠然とデータを見たなかで検討

されてきた懸念があることから、PDCA を回し、各事業者等に対して、収益構造等の見直

しを促すなど、仮説とデータの両方を活用しながら、施策の精度を上げること。

加えて本県の「神奈川県観光振興計画」についての早期の見直しはもちろんのこと、コ

ロナ禍におけるアフターコロナも踏まえた本県の観光戦略プロモーションも抜本的に見直

し「本県が持つ独自の魅力」、さらには「ここにしかない発見」といったことを一つひと

つ深掘りしていくことで「国内外の厳しい経済の環境下にあっても、多くの方から選ばれ

る力強い観光」の実現に向け、着実に各施策を進めていくこと。

6.  かながわプラごみゼロ宣言の実効性のある実現について
現在、陸上から海洋へのプラスチックごみの流出が、生態系のみならず、沿岸域の居住

環境や漁業・観光等への悪影響も懸念されている。平成 30 年 12 月、国において「海洋プ

ラスチックごみ対策アクションプラン」が策定され、本県でも持続可能な社会を目指す

SDGs の具体的な取組として、特にマイクロプラスチック問題に取り組むとし、その一環

として、プラスチック製ストローやレジ袋の利用廃止、回収などの取組、環境技術センター

における調査研究を進めている。

プラスチック製品に関しては、県民生活の広域な領域に関わることから、プラごみゼロ

社会の明確なビジョンと、そこに至る政策の具体的ゴールの設定、県民の理解を得るに至

る業績評価指標が不可欠である。県民が成果を実感し得る、プラスチックごみ対策を進め

るためにも、より具体性をもった計画の策定を行うこと。
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さらに、海洋ごみ対策が今後ますます重要となることから、海洋ごみの回収・処理事業

等に係る国の地域環境保全対策費補助金（海岸漂着物等地域対策推進事業）を令和 3年度

以降も継続し、補助率を 10/10 に戻し、内陸域・河川のごみについても、海洋ごみ対策と

同等の支援策を講じることを国に働きかけること。

7.  ヘイトスピーチの解消について
平成 28 年にヘイトスピーチ解消法が施行され、4 年が経過したが、同法は理念法であ

り罰則規定がないことから、実効性が疑問視されていた。

今年 7月、川崎市においてヘイトスピーチに罰金刑を課す全国初の条例「差別のない人

権尊重のまちづくり条例」が全面施行され、相模原市においても、同主旨のヘイトスピー

チ規則条例の令和 3年度中の制定を目指すとしている。

わが会派は、この間、県でも同様のヘイトスピーチの解消に実効性ある条例の制定を求

めてきたところである。条例制定には、表現の自由の解釈との兼ね合いが課題とされてき

たところであるが、SNS での人権侵害が社会問題となり、国でも制度改正を含めた議論が

なされている。こうした状況も見据えながら、条例制定を検討するとともに、ヘイトスピー

チの解消に向け、関係各機関との連携を強め、その対策にあたること。

8.  これからの障がい者支援と施設のありかたについて
日本中を震撼させた、津久井やまゆり園事件から4年が経過し、その裁判も結審を迎えた。

共生社会を根本的に否定する、許されざる卑劣な犯行を二度と起こさないためにも、事

件を風化させることなく、この事件がなぜ起きてしまったのか改めて県の責任のもと検証

を行い、「ともに生きる社会かながわ憲章」の理念を県民に周知徹底すること。

県では、津久井やまゆり園利用者支援検証委員会での検証の知見を生かし、県立障害者

支援施設の支援の検証を行うとともに、利用者目線の支援など、今後の施設における支援

のあり方を検討するため「障害者支援施設における利用者目線の支援推進検討部会」を設

置し、7 月に第 1 回の部会が開催された。その目的である、虐待ゼロの実現、利用者本人

の意思を尊重する利用者目線の支援と、それを踏まえた施設での支援のあり方を示すため

にも、開かれた形で、広く意見を聞き、闊達な議論がはかれるよう県としても運営にあた

ること。

何より配慮すべきは、利用者の人権であり、特に虐待については、障害者虐待防止法の

主旨に鑑み、聖域ない検証を行い、共生条例の制定も視野に、虐待ゼロ、利用者の意思を

第一とした対策を講じること。
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9.  児童虐待の防止について
新型コロナウイルス感染症の拡大の影響で、外出自粛をする中で家族といる時間が多く

なり、児童虐待も急増しているといわれている。しかし、傍に家族がいることで、電話で

の相談がしにくいこと、地域や学校、保育所等での関わりが少なくなっていることで、通

報件数が減少し発見や支援が遅れてしまうと危惧されるところである。虐待の防止に向け

て相談や通報体制の対策を強化すること。

罪のない幼児・児童を虐待することは、あってはならないことであり、早急に現在の児

童相談所の体制を、警察をはじめとした関係組織との連携も含め検証し、人員の強化、他

の自治体との情報共有のあり方の見直しなど、子どものいのちを守ることを第一優先にし

た取組を図ること。

児童心理司、児童福祉司、保健師の増員、医師、弁護士等の配置など、児童相談所をは

じめとする各関係機関に十分な人的・財政的な措置を行い、虐待をしない・させない・早

期発見・早期防止のために、関係機関が情報を共有し、共同で対処できる仕組みを早急に

構築すること。

里親制度の推進など、社会的養護の取組を一人ひとりの子どもの気持ちに寄り添って引

き続き推進すること。

また、児童養護施設退所者の社会的自立に向けて、自立援助ホーム及び自立援助ホーム

退所後に地域生活へ移行するためのステップハウスの開設促進など、住宅確保のための支

援を充実すること。

10.  DV被害の対策について
新型コロナウイルス感染症の拡大の影響で、外出自粛をする中で家族といる時間が多く

なり、DV 被害が世界的にも急増している。しかし、傍に家族がいることで、電話での相

談がしにくいことで発見や支援が遅れてしまうと危惧されるところである。DV 被害の対

策に向けて相談や通報体制の対策を強化すること。

さらに DV については、配偶者暴力相談支援センター等において、DV に対する迅速かつ

適切な相談体制を構築し、関係機関と連携してのフォローアップ、自立に向けた支援、シェ

ルターのあり方等については県としての独自補助も含め見直し強化すること。

また NPO 等と連携して、DV 加害者更生に向けた教育、支援体制等も強化すること。

11.  中小企業・小規模企業支援について
県内企業の 99.7％を占める中小企業・小規模企業は、県内経済を支える重要な存在で

あり、県としても協力金第 1弾・第 2弾、再起促進事業費補助など経営支援・雇用継続に

取り組んできたところである。このまま推移すると多くの中小企業・小規模企業が休廃業

を余儀なくされる可能性がある。事業の継続のため、融資や返済猶予等資金繰り対策を継

続すること。
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県は「休業協力金」を第 1弾・第 2弾とスピーディーに総額 250 億円の予算を確保した

が、申請は半分ほどであった。その一方、「中小企業・小規模企業再起促進事業費補助金」

について予算の想定を大幅に超える申請を受けている。協力金の余剰を流用するなど幅広

く支援の方向ということだが、コロナ感染者の再増加に経済の好転は期待できない中、今

後も中小企業・小規模企業が倒産・廃業とならないよう、県としても支援の継続・拡充を

図ること。

支援の在り方についてニーズ調査を実施し、必要な支援を幅広くゆきわたらせる方策を

工夫し、財源確保をふくめ国に財政支援を働きかけること。

12.  ポストコロナの社会状況を見据えた経営支援・経済戦略の策定
県の進める「中小企業・小規模企業再起促進事業費補助金」の「ビジネスモデル転換事

業」において、当初の予想をはるかに超える多数の応募があったことに明らかなように、

長期化すると予測されるコロナ危機の影響を前に、県内の中小企業においては、新たなビ

ジネス環境に適合したビジネスモデルへの業態変更への大きなニーズがあることが明らか

となった。こうした状況を踏まえ、県としてもコロナ危機以降の社会状況を見据えた、新

たなビジネスモデルの構築を目指す試みに対し一層の支援とその効果の検証を進めるほ

か、またこうした取組の一環として、あらたなビジネスモデルへの一部転換を含む事業承

継の推進などにも取り組むこと。

また、県の経済戦略の新たな柱として、ポストコロナ社会に向けた中・長期的成長のた

めのビジョンを打ち立てていくこと。

13.  想定を上回る台風や豪雨災害対策の推進について
令和元年に発生した台風第 15 号及び第 19 号は、神奈川県をはじめ、東日本の広範囲に

記録的な豪雨や暴風により甚大な被害を与えた。また、令和 2 年 7 月 3 日から 7 月 31 日

にかけて九州や中部地方など広範囲に発生した「令和 2年 7月豪雨」は、多くの人命や家

屋への被害のほか、ライフライン、地域の産業等にも甚大な被害をもたらしたことは記憶

に新しい。

今後も台風や極端現象が頻発する蓋然性が高い今日において、さらなる安全・安心のた

めの県土づくりを強力に推進する必要がある。

そのため、河川に堆積した土砂の撤去を緊急性の高いところから取り組むとともに県内

市町村の要望に応じ柔軟に取り組み、地方公共団体が単独事業として実施する河川等の浚

渫を推進するため、国が令和 2～ 6年度に限り特例措置された制度を活用する事業である

「緊急浚渫推進事業」をさらに活用し早急に取り組みを進めるとともに、県内市町村に対

して当該制度について計画を作るための支援や勉強会などを開催することにより県内市町

村の取り組みを支援すること。
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14.  学校における働き方改革について
コロナ禍における学校の臨時休業に伴う体制整備や家庭学習の準備、家庭訪問やリモー

ト授業、再開後の日々の消毒作業をはじめ、カリキュラムの見直しなど例年と異なる対応

に学校現場は疲弊している。働き方改革のための業務見直しの余裕もなく、多忙化に拍車

がかかっている現状である。

まずは、教員の労働時間を長時間化させている要因を洗い出し、業務改善を進め、既存

の労働形態の中でどこまで労働時間を短縮できるか検討すること。

また、コロナ禍での学校運営や業務の見直しを今後につなげ、業務アシスタント、スクー

ル・サポート・スタッフ、学習指導員など外部人材の活用についてもさらなる充実を図る

こと。

さらに、「神奈川の教員の働き方改革に関する指針」をふまえ、市町村教育委員会に対

する支援と連携を深め、学校現場に即した実効ある施策をすすめるとともに、速やかな検

証を行うこと。

15.  中学校完全給食の実施について
本県の公立中学校の実施率は 44.5％（平成 30 年 5 月 1 日時点）と全国最下位の状況で

ある。県教育委員会が主催する会議をはじめとして、改めて政令市を含めた市町村へ学校

給食法に基づく中学校給食の完全実施に向けて、強く働きかけを行っていくこと。

特に、一般市に対しては、自校方式やセンター方式ともに栄養士の増員、また、新築・

改築設備に対しての補助を行うこと。

さらに、選択式配達弁当を給食と新たに位置付ける地域においては生徒数に対しての実

施率低迷が課題となるため、県教育委員会においては、実施率は学校単位ではなく、生徒

数に対する実施率の向上に向けて市町村に働きかけを強く行っていくこと。
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総務政策

本県財政は、歳入面では県税収入の割合が高いことに加え、法人県民税や事業税が主た

る税源であることから、景気の動向に大きく左右されるため、不安定な構造となっている。

一方、歳出の面においても、急速に進展する高齢化等に伴う介護・医療・児童関係費等

が増加することが見込まれており、歳出に占める義務的経費の割合は今後より一層高くな

ることが避けられない状況にある。

また、県債残高に目を向けても、その額は現在、臨時財政対策債を含め約 3 兆 3000 億

円にまで上っている。

さらに、令和 3年度予算編成方針によれば、新型コロナウイルス感染症の影響も加わり、

現時点で約 1,100 億円の財源不足が見込まれる、まさに綱渡りの財政運営であり、このよ

うな本県の厳しい財政状況を一刻も早く打破するための各種取組を今後もより一層求めた

上で、以下要望する。

1.  財政健全化に向けた取組について
「中期財政見通し」における今後の財源不足額を見ても、本県の財政状況は今後より一

層厳しくなっていく見通しである。

一方で、今後の税収動向など、策定後の財政状況の変化も見据える必要があるため、現

状を踏まえた上で将来の財政状況を明確に見通すことで、今後の財政運営の方向性を定め

た財政健全化に向けた道筋を明らかにする「中期財政見通し」は重要である。

そのような我が会派の提案を受け、昨年新たな中期財政見通しが示されたが、今後も新

型コロナウイルス感染症の影響も踏まえ、推計期間中であっても適切な時期に見直し、「県

債管理目標」の達成を図るとともに、財政健全化に向けた各種取組を推進すること。

2.  県税納税方法の利便性向上について
本県はこれまで納税に関して、クレジットカード決済、コンビニエンスストア納税、ペ

イジー納税の導入など納税者が納税しやすい環境整備に努めてきたことは承知しており、

それらに伴い、税目によっては納期内納付率が向上するなど目に見える成果が出ている。

最近では、我が会派の提案を受けて LINEPay や PayPay など、スマートフォンを用いた

納税の導入にも努めているが、ウィズコロナ時代においてこのようなスマホ決済の重要性

が増していることから、今後もさらなる県税の納付方法の拡充に努めること。

また、税目によっては支払い手段に相違があるため、不要な混乱の原因となることや現

在使用されている納付書については文字が小さく赤字で印刷され読みにくい箇所もあるた

め、それらについて改善を図ること。
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3.  行政改革について
県は平成 27 年に「行政改革大綱」を策定し、これまでの「量的削減」中心の考え方で

はなく、行政組織の総合力を高める「質的向上」に着目した改革を進めることとした。

平成 30 年度に計画期間が終了したことから令和元年 7 月に「第 2 期行政改革大綱」を

策定し、6つのアクションプランと一体的に取り組むことで行政組織の総合力を高め、「か

ながわグランドデザイン」を着実に推進し、質の高い県民サービスを効果的かつ効率的に

提供するとのことである。

しかしながら、昨今では、新型コロナウイルス感染症が大きな影響を及ぼす中、質の向

上はもとより、人的確保も重要となることから、まずは県として新型コロナウイルス感染

症の影響を踏まえ、行政改革の方向性を取りまとめ、それに沿って各種取組を推し進める

こと。

4.  県行政におけるICT・データの利活用について
令和元年 7 月に策定された「かながわ ICT・データ利活用推進計画」においては、県と

して今後取り組むべき ICT 及びデータ利活用の施策を位置づけ、施策ごとに成果指標と取

組スケジュールを設定している。具体には、「行政手続の電子化」「オープンデータの推進」

「SNS 等を利活用した情報発信等の推進」「キャッシュレスの取組」など、現在進行形で必

要度・常識度が高まっている施策が示されている。

今後も、県民からのモバイルからのアクセスという視点を加味した上で、各取組を推し

進めること。

5.  厚木基地騒音対応の強化について
厚木基地の周辺地域では依然として深刻な航空機騒音被害が発生しているが、住民が、

自衛隊機か米軍機か航空機の所属を判別できない場合でも、一括して対応可能な問い合わ

せ先を設置すること。

6.  カジノを含むIR誘致の取組について
横浜市が、山下ふ頭にカジノを含む特定複合観光施設（IR）を誘致することを表明した。

カジノは、ギャンブル依存症の増加をはじめ、青少年への悪影響や、反社会的勢力の関与、

治安悪化やマネーロンダリング（犯罪資金洗浄）などが強く懸念され、県民の多くが反対

するものである。また、IR 実施に名乗りを上げていた米国大手企業の撤退や、コロナ禍

によるインバウンドの激減など、「カジノを含む特定複合観光施設の誘致」に関わる要素

が大きく変化している。

県は「基礎自治体が主体となって実施する事業であり、その判断を最優先に考え、地

元自治体が誘致を決めた場合は、広域自治体として協力していく」との判断を示してい
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るが、影響は広く県内に及ぶことが想定できることから、経済効果の検証、治安対策、ギャ

ンブル依存症対策などについて、県独自の調査を行い、自治体からの提案の裏付けを行

うこと。

7.  持続可能な開発目標SDGsの推進について
国は全国で SDGs 達成に向けた優れた取組を行う自治体を SDGs 未来都市として選定し、

令和 2 年度まで延べ 93 自治体が選定され、本県は取組当初の平成 30 年度より「自治体

SDGs モデル事業」選定自治体となっている。提案した社会的投資を推進していくことは

大きな意義がある一方で、コロナ禍の中で、新しい試みを進めるためには関係者の理解

や協力がより一層重要である。今後も、各種関係機関と十分に調整を図り、SDGs の掲げ

る「誰一人取り残さない」理念のもと具体的な計画が着実に推進できる環境整備を進め

ること。

8.  地域の活性化を目指す市町村の広域連携について
財政や人口減などの課題を抱える地方の活性化に対して、広域での連携は有効な仕組み

となりうることから、市町村の新たな広域連携の取組に対して人的・財政的支援をはじめ

とする適切な支援を行うよう国に働きかけること。

その一つである連携中枢都市圏構想について、三大都市圏内の都市においても、水平的、

相互補完的に近隣市町村と連携して取組を進めることができるよう、その支援制度の充実

について引き続き国に働きかけること。

また、県内市町村における連携中枢都市の要件の適用に向けた検討を進め、必要となる

要件の緩和や支援策の充実・強化について、国に働きかけること。

9.  公用車に対する電気自動車及び災害に強い
　 LPガス自動車等の導入について
「神奈川県庁温室効果ガス抑制実行計画」において、公用車の更新に際してはより燃料

消費量の少ない車両の導入に努めることとしていることから、公用車は原則として電気自

動車としつつ、水素自動車など各種の自動車を検討すること。その際、災害に強いという

観点から、LP ガス自動車の導入も推進すること。

10.  公契約条例の制定について
これまで我が会派として様々な場で提言を行ってきた公契約条例の制定については、外

部有識者を交えた「公契約に関する協議会」で検討が行われた。

しかしながら、依然として県内の経済情勢は厳しく、かつ執行案件の減少等により、業
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者間の受注競争が激化しており、そのしわ寄せが、下請け業者や労働者におよび、労働条

件の悪化を招いている状況が発生している。よって、公契約条例の制定をはじめ、労働者

等の労働環境の整備、適正な入札事務及び事業の質の向上を図ること。
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防災警察

防災に関しては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、社会の在り方は大きく

変わろうとしている。本県では、これまでの頻発する台風やゲリラ豪雨など、想定を超え

る風水害に対する備えるため、水防災戦略を策定し、重点的に取組を行うところであるが、

今後はさらに、避難所における感染症対策にも一層備える必要が生じている。

警察関連に関しては、特殊詐欺をはじめとして多様化する犯罪に加えて、あおり運転等

の無謀な運転や高齢者による交通事故も多発している。

このような時代だからこそ、県民の生命・財産を守ることを第一に、あらゆることを想

定した対策を講じることが求められている。以上の観点から、下記のとおり、要望する。

1.  ゲリラ豪雨等の災害対策の推進
県では都市河川重点整備計画を平成 3 年度に策定し、概ね 30 年間で時間雨量概ね

60mm・50mm の降雨に対応する整備を進めているが、近年の台風などにより水害への危機

意識の高まりから、県としてのさらなる対策強化が求められている。

令和 2年度から新たに定められた水防災計画の内、情報授受伝達機能の充実・強化や災

害対応体制の整備、避難対策の強化など、災害対応力の充実強化に向けたソフト対策を民

間の協力も得ながら、市町村と連携を取りながら着実に取り組むこと。

2.  防災・減災対策における支援の延長・拡充ついて
各市町村の防災・減災対策において、昨今の自然災害に対し新たな取組をする必要性か

ら財政上の負担増が問題となっている。県では市町村地域防災力強化事業費補助金により

支援を行っているが、この補助金を令和 3年度以降も継続し、予算の拡充、対象事業の補

助率を 2分の 1へ引き上げ、各市町村の地域防災力の強化に取り組むこと。

3.  津波地震対策の強化について
地震災害対策推進条例に基づき、津波対策では復興増税を活用し、沿岸市町と連携して

避難階段、港湾の整備を促進するとともに、市町と合同の津波対策実動訓練を継続的に実

施すること。また、相模灘沿岸高潮浸水想定連絡会の効果的な運用、及び早期に指定区域

の公表・対策を行うこと。
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4.  大規模災害時の官官、官民、民民連携について
大規模災害時、行政に必要なのは業務継続と官民からなる多組織と連携し復旧作業を進

めることだが、令和元年度相模原市で発生した台風 19 号による、「令和元年度台風 19 号

による被災建物の解体撤去等の協力要請」に関して、行政及び委託を受けた事業者との連

携をよりスムーズに行うべきだったとの声がある。

神奈川県で行っているビッグレスキューにおいても、災害時の協力協定を結んでいる民

間多組織との訓練を強化し、課題の発見、見直しを行うことでより効果的な災害時の対応

が可能になると考える。よって、こうした通信・連絡・対応行動に即した災害訓練を、災

害協定を結んでいる多くの民間多組織と実施するよう取り組むこと。

5.  急傾斜地崩壊対策の推進について
県は令和元年度に「かながわ気候非常事態宣言～いのちを守る持続可能な神奈川の実現

に向けて～」を発出している。近年、県内でも異常気象の発生による大規模な土砂崩れな

どの被害リスクが高まっているため、この宣言を踏まえ、今後リスクを最大化させないた

めにも県内にある急傾斜地崩壊危険区域、および指定要件を満たす区域について、早期の

対応を行うこと。

6.  消防団員の確保の支援策について
県内各地の消防団員の担い手が減少していることから、各種メディア・SNS 等を活用し

た PR で消防団への入団ならびに活動への参加を促すこと。

また、消防団協力事業所表示制度のさらなる普及促進のための法人事業税等の減税、県

制度融資信用保証料割引、入札参加資格の加点、総合評価落札方式の加点など、企業のイ

ンセンティブが働くような具体的施策に取り組むこと。

7.  消費生活相談機能の充実
全国均一のサービス水準を維持・強化するため、「地方消費者行政強化交付金（強化事業）」

の対象事業に「消費生活相談体制整備事業」を加え、継続して財政支援を講じるよう国に

働きかけること。

また、神奈川県消費者行政推進事業費補助金による支援を継続すること。

8.  罹災証明書の県内書式統一について
災害時に住民が行政の支援を受けるために必要な「罹災証明書の様式の統一化」につい

て、令和 2年 3月 30 日、国より、これまで市区町村ごとに異なる様式の統一化が示された。

災害時においては、証明書発行業務の迅速化を図り、被災者がより早期に支援を受けら
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れることが最重要である。県内における罹災証明書様式の統一化推進、周知と関係各所と

の円滑な連携を図ること。

9.  空き家の耐震診断補助金制度について
県内でも空き家が増加しているが、その管理・利活用を考えた際に問題になるのが建物

の耐震性である。「耐震診断助成制度」については、居住者なしの空き家ではほとんどの

市町村において対象外とされている。県・市町村の見解を統一し、所有者から申請があれ

ば空き家でも制度を利用できるよう取り組むこと。

10.  危険度の高いバス停の安全対策について
平成 30 年 8 月に横浜市内のバス停付近で発生した交通死亡事故を受け、調査した県内

のバス停位置で危険性が認められた 84 箇所について、バス事業者及び道路管理者と共に

早期の安全対策の実施に向けて取り組むこと。

11.  交通安全施設の整備推進について
県民要望の強い信号機や横断歩道の設置を促進し、規制道路標示（横断歩道や一時停止

線）の補修を早急に実施すること。

併せて、横断歩道のエスコートゾーンの増設、音響信号機設置及び、信号機の LED 化を

推進するための予算拡充・設置要件の緩和をすること。

12.  特殊詐欺犯罪抑止対策のさらなる強化について
県内の特殊詐欺発生件数は 2,793 件（令和元年）であり、被害額は 53 億 9,200 万円に上っ

ており、被害金額は前年より下がっているものの、認知件数は増加をしている。

こうした特殊詐欺から県民を守る取組として、迷惑電話防止機器の普及促進や市町村に

おける特殊詐欺防止事業の働きかけなど、県全体で特殊詐欺対策を推進すること。

13.  警察力の強化充実について
県民の体感治安を向上させるためにも、計画的に警察官の増員を行い、治安維持の拠点

である警察署、警察公舎の耐震化や建替え、交番の新設・適正配置による警察体制の充実

に一層取り組み、地域における安全・安心の確保・拡充を図り警察の機能強化と人材育成

に努力すること。
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14.  不動産取引における重要事項の情報開示について
不動産取引に係る不動産業者の物件調査において、売買契約締結後のトラブル防止のた

め、対象物件近隣周辺の反社会的勢力等活動拠点の有無について、情報開示すること。

15.  消防防災ヘリコプター運用に係る財政措置
横浜市と川崎市が保有する消防防災ヘリコプター（横浜 2機、川崎 2機）は主に山岳部

などの救助事案等に対して応援活動を行っており、本県が独自に消防防災ヘリコプターを

保有していない状況下において、現状はこの 4機で本県全域をカバーしており、県民の安

全確保のために大きな役割を果たしている。しかし、その運用に対する補助は各市年間約

3,000 万円程度であり、十分とは言い難い状況にあるため、各市の運用経費に見合った額

の補助を行うこと。

また、二人操縦体制等の消防庁勧告により今後も人材確保の点も課題となってくること

から、それについての支援も併せて図っていくこと。
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国際文化観光・スポーツ

平成 25 年以降、本県を訪れた観光客（入込観光客）の推計延人数は、増加傾向にあり、

平成 29 年には 2億 69 万人と初めて 2億人を突破した。

また令和元年には、ラグビーワールドカップ 2019 大会の開催や新たな観光施設のオー

プンなどの影響により 2億 467 万人となり、過去最高記録を更新し、新型コロナウイルス

の感染拡大による影響が出る前までは、この数年、堅調に推移してきたところである。

しかしながら状況は一変した。このコロナ禍において、観光産業は、その根幹となる人

の国内外の移動が渡航制限や自粛等により激減したほか、これに留まらず、様々な文化・

芸術、さらにはスポーツ活動等にまで、大きな事業の見直しが図られている状況にある。

こうしたコロナ禍の収束について、現時点において先を見通せる状況になく、これが続

く限り、事業者の多くが経営悪化の一途を辿ることはもちろんのこと、これに関係する全

ての方々の活動等に多大な影響を与えており、このまま有効な対策が図られなければ、本

県内の国際、観光、文化及びスポーツ事業が壊滅的な状況に陥り、再生への道も難しくな

ることが想定される。

私たちは、歴史や伝統の中で長年培われた本県の国際性や多様な文化・芸術は、次世代

に受け継いでいく誇るべき財産であるという強い認識がある。

この「未曽有の危機」である状況下において「本県が今、やるべきことは何か」をこれ

まで以上に真摯に受け止め、以下要望する。

1.  アフターコロナに向けた観光事業者への支援について
国の GoTo トラベル事業は、前倒しかつ準備不足での実施により多くの混乱が生じた。

県は、神奈川県版 GoTo トラベル事業ともいえる「地元かながわ再発見」推進事業を展

開するとしているが、こうした国の GoTo トラベルの混乱を受け、同様の混乱を起こすこ

とないよう十分に留意することに加え、今後この事業の目的の 1つである「新型コロナウ

イルス感染症により深刻な影響を受けた観光事業者への支援」が着実に行われたかどうか

の検証作業をしっかりと行い、その上で、アフターコロナに向けたさらなる観光事業者支

援へとつなげていくこと。

また、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、県内のさまざまなイベントが中止されて

いるが、感染が収束した際には、各自治体や関係団体が行う消費喚起や賑わいの回復に向

けイベントや観光客誘致プロジェクトなどの事業に対し、継続的な財政支援を行うよう、

国にも働きかけを行うこと。
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2.  東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会開催に伴う
　 文化プログラムについて
新型コロナウイルス感染症の世界的な流行の影響により、令和 2年に開催予定であった

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会が 1 年間延期することに伴い、開催関

連の経費が増大することが見込まれる。

今大会は、日本文化の魅力を世界に発信するための絶好の機会でもあり、大会が開催さ

れた際には、最大限の財政支援を行うよう国に働きかけること。

本県でも、様々な競技が開催を迎える予定であり、多くの外国人選手、競技関係者、観

光客等が来県されることが予想されることから、これを機に国内外の人々を惹きつける多

様な文化芸術の創造・発展並びに海外への情報発信や観光振興に繋げていくこと。

また、オリンピック・パラリンピック閉幕後も、引き続き文化芸術活動の発展、文化財

の保存や活用を進めていくとともに、「オリンピック憲章」に則った文化プログラムを活

かし、本県にゆかりの文化人、芸術家の方々の力を借りるなど、また訪れてみたいと思っ

ていただける神奈川づくりにも努めること。

3.  アフターコロナに向けたインバウンド対策について
新型コロナウイルス感染症拡大の影響によって、本県に訪れる外国人観光客の大幅な減

少は、観光業への大きな打撃となった。日本政府観光局の訪日外国客統計の集計・発表

2020 年 3 月推計値によると、訪日外国人数が過去最大の下げ幅である前年同月比 93.0％

減となり、本県の観光業にとっても大きな打撃へとつながった。

本県では、これまでインバウンド対策として、県有施設の案内板等の多言語表示や、民

間施設に対しても、案内板の多言語化や洋式トイレ化の整備にかかる補助制度を設けてい

るほか、旅行会社に対する通訳ガイド派遣の支援や観光ボランティアの育成にも力を入れ

ているところである。

今後は、感染の収束を見据え、引き続き、民間施設への多言語化や自動翻訳機、トイレ

の洋式化の支援等に加え、Wi-Fi 環境の整備などに対する補助制度の継続を行うとともに、

交通事業者に対しても、外国人対応研修や認定制度の充実に対する支援を行うこと。

4.  文化振興の充実と推進について
新型コロナウイルス感染症拡大により、文化芸術活動は、大変厳しい状況にあることは、

世界的な課題となっている。多くのアーティストや文化団体が発表の場を失ったことは、

活動費の減収のみならず、長年培ってきた文化的な技術の継承にも影響を及ぼし、本県の

文化芸術の長い歴史に多大なる損失をもたらしかねない状況となっている。

本県では、国の補助金などを活用し、感染症対策に要する経費や、入場者を制限しての

鑑賞などの取組への支援を行っているところであるが、オーケストラやコーラス、演劇と

いった表現方法自体が三密となってしまう分野においては、緊急事態宣言解除後も発表の
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機会を創出することが困難な状況にある。

そこで、長年、神奈川県の文化振興を担っていただいたアーティストや文化団体の活動

が、新型コロナウイルス感染症収束後にこれまで同様に活動を再開できるための支援策を

構築すること。

また、現状活動が再開できているアーティストや文化団体に対しても、再度の緊急

事態宣言を見据え、県の文化施設の利用実績のあるアーティストや文化団体を中心に

オンラインによる発表の場を提供するなど、発表の場と収益の確保につながる取組を

行うこと。

5.  芸術文化施設の運営における官民連携の強化について
本県の芸術文化は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、今まで経験したことがな

い深刻な危機に直面しており、「県民ホール」「KAAT 神奈川芸術劇場」「かながわアートホー

ル」等の芸術文化施設は、政府及び県の方針等により数多くのイベントを中止または延期

している状況である。

また、今後についても、感染予防・感染拡大防止の取組を徹底しながらの運営となるた

め、入場人員の制限による利用者数の減少や環境整備に係る費用負担等により、施設運営

の厳しさが想定される。

さらに、民間ならではのノウハウを活かし、施設の管理・維持の質を引き上げてきた指

定管理者制度ではあるが、新型コロナウイルス感染症の収束が長期化した場合、利用者へ

のサービス低下は避けられない。

こうしたことを受け、この厳しい難局を乗り越えるため、さらなる官民の連携について、

新たな施策を打ち出すこと。

6.  国際交流・多文化共生について
未来を見据え、活力ある神奈川、多様性を認め可能性に満ち溢れた神奈川の実現のため

には、これまでの取組をふまえた上での、さらなる国際交流の促進が重要である。

ついては、コロナ禍ではあるが、海外人的ネットワークの構築について、駐在員や関係

機関との連携により、海外の支援ニーズを十分に調査したうえで、本県で習得した技術や

ノウハウを母国で生かせる仕組みを構築すること。

また、多文化共生においては、平成 28 年に開設した「多言語支援センターかながわ」

の周知啓発に努め、市町村や教育現場などとの連携を含め、近年需要が増加傾向の言語に

も対応できるように通訳者の確保や養成を行うなど、外国籍県民の多言語での支援を進め

ること。特に、新型コロナウイルス感染症や大規模災害に関する情報については、総務省

や国土交通省、出入国在留管理庁等の在留外国人向けに発信している情報をスピーディー

に伝達し、外国籍県民の不安解消に努めること。

さらに、令和 2年度末に廃止予定である「国際言語文化アカデミア」について、外国語（英
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語）にかかる教員研修事業は総合教育センターで、外国籍県民等支援事業及び異文化理解

支援事業はかながわ国際交流財団で実施される方向性だが、アカデミアのノウハウを大い

に活用し、引き続き、人材育成や外国籍県民が暮らしやすい環境づくりに努めるとともに、

県民の多文化・異文化理解への推進を図ること。

7.  障がい者スポーツの普及について
平成 27 年に発表した「かながわパラスポーツ推進宣言」の実現のため、全ての人が自

分の運動機能や障がいの状況に応じて、生涯にわたりいつでも身近にスポーツに親しむこ

とができる意識の共有、環境整備に取り組むこと。

また、新たな県民の総合的なスポーツ推進拠点として、昭和 43 年の開設以来親しまれ

てきた「県立体育センター」からリニューアルした「県立スポーツセンター」について、

新型コロナウイルス感染拡大防止対策も含め、利用者の安全に配慮した運営に努めること。

さらに、障がい者スポーツが競技レベルでの推進が図られるよう、障がい者スポーツを

熟知する指導者やコーチ等の人材育成に取り組むこと。

8.  スポーツ振興の充実について
県民が生涯にわたって健康で文化的な生活を送っていくためには、日常生活の中におい

て適度な運動やスポーツが取り入れられる環境が望まれている。

県民誰もが、スポーツに親しみ、楽しめる生涯スポーツ社会を実現するため、「エンジョ

イ・スポーツ！かながわプラン」における取組を強化し、多様な県民ニーズに応える形で

の健康増進施策に今後も取り組むこと。

また、新型コロナウイルス感染症の影響により運動不足になりやすいため、自宅で

できる運動を紹介するとともに、「かながわアスリートネットワーク」による競技振興

や地域・学校への巡回指導の充実に加え、各競技の活動や次世代への指導者の確保・

育成、各競技団体への支援を行うなど本県のスポーツの発展を支える好循環を創出す

ること。

さらに、引退したアスリートのセカンドキャリアについて、スポーツを通じて培った能

力を本県の貴重な資源として活躍できるような取組を行うこと。

9.  シニアスポーツの推進について
令和 2年に岐阜県で開催予定であった「第 33 回全国健康福祉祭（ねんりんピック）」が、

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえ、参加者の十分な安全を確保することが困

難であるとの判断から 1年延期となったことに伴い、令和 3年に本県で開催予定であった

「第 34 回全国健康福祉祭」は、令和 4年度に延期となったが、多くの県民が参加できるよ

うシニアスポーツのすそ野を広げる取組を、各競技団体等とも連携の上、感染拡大防止策
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を講じ安全を確保して行うこと。

また、県が開催している「かながわシニアスポーツフェスタ」の認知度を高めるため「県

のたより」やホームページ、県主催の各種イベント等を活用し、継続的に効果的な広報に

努めること。
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環境農政

本県は豊かな海と緑を保有しており、その恵まれた広大な自然と地域の環境を大切にし

ながら、良好な環境の保全と秩序ある開発のバランスに考慮しつつ、この財産を後世に引

き継いでいくことが重要である。

近年は有害鳥獣等被害が甚大であり、県としても広域的な対策が必要であり、また、深

刻化する地球温暖化、プラスチックゴミ等の環境問題への対応も喫緊の課題である。

さらに、県土の持続可能な発展に向けて、農畜林水産業の振興も求められる。

県としては、国、他都県、市町村の各行政機関や、各事業者、団体等と連携し、引き続

き注力していかなければならない。これらを踏まえて、以下要望する。

1.  地球温暖化対策の推進について
地球温暖化は、地球全体の環境に深刻な影響を及ぼすため、温暖化の防止・抑制は人類

共通の課題である。2018 年に施行された気候変動適応法に基づき、本県では地域気候変

動適応センターとしての機能を環境科学センターに位置付け、今後情報収集・情報発信を

進めていくとしている。また、これまでも国内外の動向を踏まえ「かながわグランドデザ

イン第 3期実施計画」に分散型エネルギーシステムの構築に向けた取組を位置づけ、再生

可能エネルギー等の導入加速化と、安定した分散型電源の導入拡大に取り組んでいる。

しかし、2019 年に開催された COP25 においては、温暖化対策に消極的な国に与える不

名誉な化石賞を受賞、県内 ( 横須賀市 ) においても石炭火力による発電所が 2023 年運用

開始予定もあり、現状はまだまだ不十分である。今後も SDGs の理念を踏まえ、普及率の

低い太陽光発電支援や水素を活用した燃料電池の普及促進等、新しい技術の振興を図りつ

つ、市町村や民間事業者と緊密に連携して、2019 年に策定された長期目標である火力発

電への依存度を可能な限り引き下げ、再生可能エネルギーの主力電源化を目指し、2050

年までに温室効果ガスを 80% 削減する効果的な温暖化対策を実施していくこと。

2.  水源環境保全・再生について
令和 3年度末に「第 3期かながわ水源環境保全・再生実行 5か年計画」が終了すること

から、県は次期実行計画の策定に着手した。

目的である「将来にわたる良質な水の安定的確保」の達成に向けた課題を適切に把握す

ることによって、各事業の必要性を一層明らかにし、県民をはじめ、市町村、関係事業者

の方々と連携し、取組を着実に推進すること。

また、県内の人工林では、水源かん養機能を損なわない一定面積の伐採を進め、そこに

無花粉スギ・ヒノキを再造林する等、花粉発生源対策も推進すること。
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3.  魅力ある都市農業の推進について
県内の都市農業の強みを活かすために農地中間管理事業の対策を進め、循環型社会を目

指す上でも有機農業等を含む環境保全型農業への推進をさらに促進し、県土の多様性を活

かした、多様で持続可能な都市農業のあり方を目指すこと。

都市農地の多面的機能の重要性に鑑み、生産緑地制度のもと指定された都市農地を、引

き続き農地として維持していくことが求められる中、平成 30 年度に施行された特定生産

緑地への速やかな移行を、関係機関等と協力し、生産緑地の買取りに対しては財政措置を

講じ、都市農業推進事業の拡充等、より広範な都市農地の保持に活用していくこと。

また、ICT の活用や農作業用ロボット等の実用化をすすめ、高齢化・人材不足に対応す

るためのスマート農業の推進を図ること。

農業用水関係施設がいずれも老朽化しており、安定的な農作物の提供の観点から、点検

や再整備の計画を推進すること。

4.  農業の担い手の確保・育成について
国連は 2019 ～ 28 年を「家族農業の 10 年」と決め、貧困や飢餓の撲滅、地球環境の保

全などを掲げた SDGs の達成に向け、農業生産の大半を占める家族農業が重要な役割を果

たすとも判断した。県内においても家族農業が多い中、高齢化や後継者不足などから農業

従事者は減少している。

県民の生活を支える食でもあり、コロナの影響から新規就農希望者も増える中、「農業

次世代人材投資事業」の対象である 50 歳未満の方々のみならず、本県において貴重な人

的資源である就農希望者への支援も併せて強化すること。

また、地域毎のネットワーク作りなど、情報や販路・広報など幅広い支援を進め、障が

い者の雇用の一環としても、農福連携事業を推進すること。

5.  安全・安心な食の確保について
農産物の農薬に関して国連食糧農業機関が公開している耕地単位面積当たり 2017 年統

計データベースでは、国は農薬使用世界第 5位である。農産物の残留農薬、水産物の生体

濃縮に関する検査体制や関係諸機関との連携を、これまで以上に強化・充実させるととも

に、検査結果の迅速・的確な県民への提供と対応を図り、県民の食の安全・安心の確保を

目指すこと。

また、近年、県民の関心も高いマイクロプラスチックの水産物等への影響に関しても、

調査・研究を進めること。

加えて、食品の安全確保と共に持続可能な農業生産につながる GAP（農業生産工程管理）

への促進を促すこと。
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6.  食品ロスの削減について
2019 年農林水産省発表における日本人の一人当たりの年間食品廃棄量のおおよそ 50%

は家庭から発生している。生産→流通→消費の過程で、各々の段階での食品ロスを削減す

る取組おいて、事業者及び県民意識の向上を図り、具体的な行動の実践を促進すること。

また、食品ロスの問題が深刻な一方で、食べ物を欲する方々にそれらがきちんと届いて

いない現実があることから、具体的な施策として、近年各地で増えている「フードバンク」

の全県的な構築を、各社会福祉協議会や NPO・民間団体などと連携し支援すると共に、「子

ども食堂」等への支援、フードドライブの推進等、部局横断的に図ること。

7.  水産業の持続可能な発展について
近年、水産業を取り巻く環境は厳しさを増している。燃油価格の大きな変動や、地球温

暖化の影響を受けての水産資源の減少や生息域の変化、また東京湾の貧酸素水塊の出現や、

相模湾での磯焼けの発生など、水域環境の変化により沿岸域の漁場環境の悪化も進んでい

ると推察される。沿岸域の水産資源の回復のために、漁場ごとの漁業環境の実態把握をす

すめ、漁場の実態に即した効果的な解決策をとることが肝要である。

栽培漁業、貧酸素水塊、磯焼け等についての研究・調査を継続して行い、その対策の促

進を図ること。

また、今後のさらなる海水温上昇、海流の変動、水産資源の生息域の変遷等、環境変化

を見据えて、水産業の持続可能な発展に向けての支援を行っていくこと。

さらに、将来的な担い手の育成、人材確保の点からも、水産業への就業支援に継続的に

取り組むこと。

8.  有害鳥獣等対策の推進について
県西部の山間地域である、津久井、丹沢、箱根方面においては、イノシシやシカ、サル、

クマ、ヤマビル等、野性の有害鳥獣による被害が長年生じてきた。特に近年は、有害鳥獣

の個体数の増加や生息環境の変化、耕作放棄地の増加、集落コミュニティの衰退に伴う農

村環境の変化などにより、被害の広域化、深刻化が進んでいる。また、人と野性鳥獣との

生活圏が身近になりすぎ、田畑を荒らすなどの農産物への被害だけではなく、人々の生活

する地域社会において直接的な身の危険を感じる事態の発生も危惧されている。

県の「かながわ鳥獣被害対策支援センター」における地域の実情に応じた対策の提案や

対策手法に関する情報提供、対策を実施する際の技術的なアドバイスなど、地域ぐるみの

鳥獣被害対策への支援の強化及び検証等をさらに図ること。

「鳥獣被害防止総合対策交付金」については、地域の実情に即した柔軟な事業計画の承

認と予算の確保について国へ要望するとともに、引き続き、鳥獣保護管理対策事業予算を

県として確保し、被害の軽減、根絶のための支援を一層強化すること。

また、特定外来種であるアライグマの防除計画、外来生物のタイワンリスの増加への対
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応、ミシシッピアカミミガメ等についても適切な対策知識・情報の普及、地域の実情に応

じた継続的な対策の推進を図ること。

9.  豚熱対策について
家畜伝染病のまん延は、家畜の大量殺処分につながり、地域経済や社会に対する影響は

大きく、県自ら伝染病対策に覚悟をもって施策を講じる必要がある。

昨年 12 月から、豚熱ワクチンの初回一斉接種が行われたが、今後離乳する子豚への接

種や補強接種を、確実に継続実施していくこと。

また、家畜伝染病の発生を予防するための飼養衛生管理基準等の有効かつ現実的なルー

ルの設定と共に、必要な費用を行政の責任で手当し、衛生管理の実効性を高めること。

さらに、伝染病対策に大きな役割を占める水際対策に対しては、国に一層の強化を求め

ること。
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厚　生

新型コロナウイルス感染症の脅威により、これまで以上に社会不安が増大し、県民の生

活全般の安心・安全を支える社会システムのあり方の根本的な見直しが早急に求められて

いる。

命と生活を守る医療・福祉は喫緊の課題であるが、同時に「ともに生きる社会かながわ

憲章」を掲げる本県として、障がいのあるなしにかかわらず、誰もがその人権を尊重され、

人として大事にされる社会、安心して子どもを産み育て、穏やかに年を重ねられる社会の

構築への、県民の期待と関心も大きい。こうした県民の声を真摯に受け止め、引き続き市

町村と情報を共有し、連携を強めて、県民、市民、当事者、関係者の意見を丁寧に取り入

れながら進めていく必要があることを申し述べ、以下要望する。

1.  人権・男女共同参画の推進について
昨今、SNS での誹謗中傷による人権侵害が社会問題となり、法令改正も検討されている

ところである。表現の自由に名を借りた人権侵害は決して認められるものではないため、

国の動向を見据えながら、県としてもその対策を講じること。

多様性を認め合う、真の男女共同参画社会の実現は、わが会派でも取り組むべき重要な

政策課題の柱であり、その実現の障壁となる「男は仕事、女は家庭」のような性別を理由

として役割を固定的に分ける固定的性別役割分担意識を、時代に合わせ変えていくための

対策を教育機関とも連携をはかり検討すること。

さらに、LGBT についても社会的な認識を深めるとともに、同性パートナーシップ制度

の導入も検討するとともに、女性センターが他県に先駆け設置された歴史的な背景も鑑み、

かながわ男女共同参画センターのさらなる機能強化を図ること。

2.  障がい者施策の推進について
「ともに生きる社会かながわ憲章」の理念を実現するためには、県として障がい福祉施

策を拡充する必要があるため、以下 11 点要望する。

1.	 障がい者が地域で安心して自立した生活が送れるよう、「かながわ障害者地域生活

支援推進プログラム大綱」の方向性を活かして、一層の支援策に取り組むこと。

2.	 グループホーム等の住まいの場の確保をより一層推進し、特に、24 時間医療的ケ

ア体制の整ったグループホームの整備や、利用者に対する家賃補助制度などの支援

にも、併せて取り組むこと。

3.	 重度障害者医療費助成制度の一部負担金については、三障がい全国一律不均衡のな

い制度となるよう引き続き国に働きかけること。

4.	 県内の「バス割引運賃制度」を、精神障がい者に対して適用するよう、引き続き県
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バス協会に知事自ら要請すること。

5.	 自立支援医療等の更新時の医師の診断書に関わる費用を支援すること。

6.	 肢体不自由者のグループホームが設置できるよう、整備費等の交付金のさらなる加

算を行うこと。

7.	 精神障がい者の救急医療体制を拡充し、その情報を整備し公開することに加え、障

害者優先調達推進法の規定に基づき、県として一層の優先発注に取り組むとともに、

その課題を整理して国に働きかけること。

8.	 地域生活支援拠点事業について、着実に目標達成に取り組むこと。

9.	 地域活動支援センターがさらに有効に役割を果たせるよう、課題を抱えている障が

い者と家族等にとって居場所としての機能を明確に位置付け、他機関につなげる支

援を行うこと。

10.	障がい者施設における夜間の職員配置については、津久井やまゆり園事件を受けて、

県立施設には一定の増員が図られたことを踏まえ、民間施設も同様の配置ができる

よう、県として支援すること。

11.	重度訪問介護事業は、国の負担基準による負担金の上限設定がある。この上限を超

えた部分については、国は超過分の一部を補助する制度を構築している。この国の

補助制度を活用するには、県が補助することが前提になっているものの、平成 30

年実績で4市町村が国庫負担基準額を超過している現状がある。障がい者の高齢化、

重度化および介護者の高齢化が進む中で、住み慣れた地域で安心して暮らしていけ

るよう、「共生社会」の実現に向け、神奈川県においてもこの補助制度を構築する

こと。

3.  地域医療体制の強化とがん対策について
地域医療体制の強化とがん対策について、以下 6点要望する。

1.	 新型コロナウイルス感染症という未知のウイルス感染症対策の検証を行い、感染症

予防計画や地域医療構想を含めた保健医療計画などの見直しを行うこと。

2.	 医療現場と県民の意見を取り入れた保健医療体制の推進に努めること。

3.	 医療従事者の労働条件や待遇の改善に努めること。

4.	 今後の多様な医療ニーズに対応するため、病床の機能分化や在宅医療の充実、介護

分野との連携を支援すること。

5.	 うつ病や依存症等の精神疾患の予防及び早期発見、早期治療、完治し社会復帰や地

域生活へ移行できるまでの医療体制や支援策を強化すること。

6.	 リスクの高い、がん患者、難病患者への新型コロナ感染症の対策を強化するととも

に、神奈川県がん対策推進計画の進捗を見据えながら、今まで以上の支援も含め対

策を図ること。
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4.  食品衛生について
食品衛生について、適切な支援と施策を引き続き行い、食に関する安全と安心を確保す

ること。

また、年 2回の調理師試験を今後も継続し、飲食店への調理師の配置を促進し、食中毒

等の安全対策を講じるとともに、調理師免許取得後の定期的な講習受講を義務化すること。

加えて、食品の安全に関するリスクマネージメントとリスクコミュニケーションの

充実を図ること。

5.  動物愛護について
県は、犬に関しては 7年間、猫に関しては 6年間連続して殺処分ゼロを達成してきたが、

今後も殺処分ゼロを維持するため、昨年 6月に再整備された県営動物愛護センターを積極

的に活用して、各愛護センターとも連携し、一層の動物保護施策を展開すること。

併せて愛護センターからの情報発信を強化しより多くの県民の動物愛護への意識向上に

資すること。

また、ボランティアとの連携・協力を一層深め、保護活動に対する支援などの負担軽減

策を講じること。

6.  子どもの貧困対策について
平成 30 年の日本の子どもの相対的貧困率は 13.5% であり、国際的に高い水準のままで

あり子どもの貧困対策は県として喫緊の課題である。本県では、児童扶養手当の受給者を

対象としたアンケート調査を実施し、ひとり親家庭における子どもの貧困問題の厳しい状

況が明らかになっているところである。いまだに調査や数値に現れていない、貧困で悩み

苦しむ世帯や子どもたちがいることも忘れてはならない。本年発生した新型コロナウイル

ス感染症の影響で経済的に打撃を受け生活困窮に陥る家庭も急増している。

本県で暮らす全ての子どもたちが安心して学び、進学し、生活できるよう、各市町村と

の情報交換を行いながら、給付型奨学金制度の充実など、周知徹底も含め、全庁横断的に

取り組むこと。

7.  子ども・子育て支援について
令和元年 10 月より、幼保無償化が実施された。子ども・子育て支援について以下 5 点

要望する。

1.	 事務手続きや広報に混乱がないよう市町村の支援に努めること。県内各地域での実

施の状況の検証をしっかり行うこと。また、これにより危惧される待機児童の増加

に関しても、潜在的待機児童数も含め県として積極的に実態把握とその解消に努め

ること。
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2.	 待機児童対策の大きな障壁となっている保育士確保策については、自治体間の格差

を解消し、広域的な視点で、さらに取り組むこと。

3.	 子ども・子育て支援新制度のもとで子ども及び子どもを養育している者に対して必

要な支援が行われるよう、全ての園において処遇改善が行われるのに十分な財政措

置と施策を行うこと。また、国の補助金を活用して市町が行う「保育士宿舎借り上

げ支援事業」について、県としても、積極的に制度の継続や支援につとめること。

また県内で保育者として働く者に対して修学資金貸付金の返納免除について、条件

緩和も含め広く活用できるよう検討すること。

4.	 放課後児童健全育成事業については、必要とする全ての子どもが「規模」「質」両

面の適切な環境での保育を受けられるよう、財政支援を確充すること。また、年間

を通して、近隣の学校と連携できるよう教育委員会にも働きかけること。

5.	 幼保無償化の対象外となっている幼稚園類似施設についても、一定の質を満たす基

準を作りそれに準じていると認めた類似施設は、幼保無償化の対象となるよう国に

働きかけるとともに対象外の間は本県の独自の支援救済制度を創設すること、及び

保護者や協力者が集まり自然の中で子どもたちを保育する自主保育団体の実態調査

を積極的に行い研究すること。その検証結果により特定の施設を有し、認可外保育

施設の届け出をし、さらに県として有効性を認めた団体には、多様な保育ニーズに

応えていくために活動費や団体の運営費の支援を行うための補助制度を創設するこ

と。

8.  私学助成の拡充について
令和 2年度より、授業料実質無償化の対象を年収約 700 万円未満の世帯まで拡大したこ

とは評価するが、まだ東京都との格差は大きい。支援金の制度や県の財政状況等を勘案し、

さらなる私学への経常費補助の拡充、特別支援教育費の助成、また幼稚園・小学校・中学

校・高等学校など、私学に対する財政措置を含めた支援を拡充すること。

また、県外の私学へ通う子どもに対して学費の支援を行うとともに、専修学校・各種学

校の私立学校経常費補助金についても、子どもの教育機会均等の観点から一層の支援を行

うこと。

9.  高齢者福祉の充実について
高齢者福祉の充実について、以下 5点要望する。

1.	 地域包括支援センターの体制を強化し、地域包括ケアシステムの充実を図り、高齢

者の日常生活自立支援事業については、生活困窮者就労準備支援事業費等補助金の

活用が実現したことを踏まえ、引き続き県社会福祉協議会や各地域社会福祉協議会

へ十分な財政措置を継続的に行えるよう取り組むこと。

2.	 介護保険制度の改正により、市町村の地域支援事業に移管された要支援者に関係す
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るサービスの負担が、市町村に過度に転嫁されないよう国に働きかけること。加え

て、老人福祉施設の整備を着実に推進できるよう、県として十分な財政措置を行う

とともに、老朽化した施設の修繕等を支援すること。

3.	 介護職員の働き方改革を積極的に進め、労働条件や待遇改善を推進し、介護・福祉

人材の確保に努めること。

4.	 県内でも 40 万人と推計される認知症対策に関しては、早期発見、早期治療の体制

づくりが重要なことから、認知症疾患医療センターの一層の活用整備に努めること。

5.	 市町村に配置されている認知症地域支援推進員及び民生委員について、地域で人数

の格差があることから、一層の拡充が求められている。市町と連携し民生委員の定

数確保に努めること。通信費なども含め活動費の不足がないよう、県として市町村

での活動の実態の把握に努め支援すること。

10.  安心して子どもを産み育てる体制の構築について
安心して子どもを産み育てる体制の構築について、以下 8点要望する。

1.	 一般不妊治療や不育治療について、助成対象となるよう、国に働きかけること。ま

た、その相談体制を拡充すること。

2.	 助産師の専門性を、出産・出産前相談・産後ケア等に有効に活かすため、医療機関

と連携して体制の構築を支援すること。

3.	 助産所を周産期医療ネットワークに組み入れ、安全・安心な出産環境の整備を推進

すること。

4.	 産後ケア事業に対する法改正がなされた意義を鑑み、市町村間で連携をはかり、県

内で不公平のないよう支援を拡充すること。

5.	 開業助産所における看護実習及び助産実習を維持・促進するため、看護学生・助産

師学生の受け入れを維持するための人件費等の支援を行うこと。

6.	 小児医療費助成事業について、県内市町村での不公平をなくすためにも県補助金の

補助率の引き上げを検討するとともに、全国一律の制度となるよう、国に働きかけ

ること。

7.	 NICU 退院後や障がい児の在宅支援等を支援すること。

8.	 産科・小児科の医療体制について、医師確保も含め、その維持がはかられるよう、

早急に対策を講じ、特に県西部での対策を急ぐこと。

11.  地域福祉の推進について
地域福祉の推進について、以下 6点要望する。

1.	 高齢者や障がいのある方たちの後見制度の普及については、制度そのものの認知度

がいまだ低い状態である。また、後見人不足解消のために、市民後見制度の普及は

早急に行われなければならない。後見制度のさらなる推進においては、普及啓発に
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より一層取り組むこと。さらに市民後見制度の普及と育成支援に取り組むこと。

2.	 令和 3年完成予定の社会福祉センター（仮称）の整備については、引き続き、新た

な拠点としての機能が強化されるよう支援を行うこと。

3.	 社会福祉協議会についても、関係機関の声を聞きながら、未来に向けた組織のあり

かたを、連携をはかりつつ、ともに考え機能強化を検討していくこと。

4.	 慢性腎臓病及び生活習慣病の対策として、当事者団体や関係団体と連携して、県民

に対する普及啓発活動を行うこと。

5.	 災害時の透析患者に対する支援が適切に行われるよう、事前からのマニュアルの不

断の点検と対策を講じること。

6.	 地域福祉の推進にあたっては地域福祉コーディネーターの普及と定着が重要である

ため、担い手の育成に努め、制度が持続可能となるための仕組みづくりを推進する

こと。

12.  ひきこもり対策について
全国で約 61 万人ともいわれる 40 ～ 64 歳の中高年のひきこもり問題。これまで、青少

年の問題として捉えられてきたひきこもりの問題は、いわゆる 8050 問題を機に、中高年

のひきこもりと、その親の高齢化の問題へと深刻化してきた。

本県で、平成 30 年度に行ったひきこもりの相談に対応している関係機関への調査を踏

まえ、従来の取組みに加えて、当事者や家族のニーズに寄り添った、さらなるきめ細かい

実効性のある対策に、部局横断的に取り組むこと。
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産業労働

本県では、最先端技術の集積や 3つの特区の活用などにより「経済のエンジンをまわす」

取組を推進し、活力ある神奈川の実現を目指してきたが、コロナ禍で県内経済は急速な悪

化が続いており、県民や事業者は厳しい状況に置かれている。8 月 17 日に発表された 4

月～ 6月期の実質 GDP 速報値は年率マイナス 27.8％で戦後最悪を示した。

県内企業の 99.7％を占める中小企業・小規模企業は、県内経済を支える重要な存在で

あり、県としても融資や協力金・補助事業など経営支援・雇用継続に取組んできたところ

であるが、このまま推移すると多くの中小企業・小規模企業が休廃業を余儀なくされる可

能性がある。

コロナ対策を含めて様々な課題にスピード感と柔軟性をもって対応していくことが求め

られている。

コロナ対策のなかで、働き方改革やエネルギーの取組、障がい者・高齢者・女性の雇用

の推進などこれまでの取組が停滞しないよう県としての支援が必要である。

以上のような観点から、以下要望する。

1.  デジタルトランスフォーメーション（DX）を見据えた
　 新たなビジネス環境への対応について
近年、データやデジタル技術を基軸とした新たなテクノロジーを活用し、既存の市場に

変革をもたらすような、新規参入企業の台頭が顕著となってきたとされている。こうし

た、新たなテクノロジーのスタンダード化（いわゆる「デジタルトランスフォーメーショ

ン（DX）」）によるビジネス環境の変化に対応し、各企業の競争力を維持・強化していくこ

とが急務であることから、国としても「DX 推進ガイドライン」を策定し、体制整備を進

めているところである。

本県においては、これまでもロボットや IoT といった、DX の基盤となる技術に関して

推進をしてきたところである。DX 時代を見据えて、新たなイノベーション（技術革新）

のもたらす効果が、県内の中小企業を含む多くの産業に最大限波及していくよう支援して

いくこと。

産業構造の変化によってもたらされる新たな働き方や、雇用の減少ついてもしっかりと

対策をしていくこと。

また、DX 時代にふさわしいイノベーションと競争力の高い産業を創出・育成するため、

AI や IoT、ロボットに加えて、データやデジタル技術に関しても高度化する知識や技術を

習得した人材の育成を行うこと。
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2.  再生可能エネルギーの導入促進について
再生可能エネルギーへの転換は、これまで我が会派として「原発ゼロ」に向けた日本社

会をつくるため、継続して訴えてきた県政の基幹となる施策の一つである。

本県では平成 26 年 4 月に策定した「かながわスマートエネルギー計画」に基づき、再

生可能エネルギーの拡大に向け、同計画の 3つの原則である「原子力に過度に依存しない」

「環境に配慮する」「地産地消を推進する」に基づき事業に取り組んでいるが、太陽光発電

の固定価格買取制度（FIT）の見直し等により、当初の目標には到達しがたい状況にある。

そうした中、県としては、「ゼロ円ソーラー」をはじめとしたさらなる太陽光発電の普

及を進める一方、ZEH・ZEB 導入費補助等を通じ、エネルギー自立型の住宅・ビル・街の

実現を目指し、エネルギーの地産地消を進めている。

今後は、さらなる再生可能エネルギー等の導入加速化に向け、太陽光以外の「新たな電

源開発」にも積極的に注力をしていくこと。

また、小水力発電をはじめとした「各地域独自の電源開発」を支援し、より一層のエネ

ルギーの地産地消・分散型電源の確保に取り組むこと。

3.  商店街等の活性化について
商店街の活性化について本県は「県商店街活性化条例」を踏まえ、魅力アップに向けた補助

金等の支援を続けているが、現場では、まだまだ厳しい経済環境に変わりはないという声は多い。

そこに追い打ちをかけるように、コロナ禍の影響が商店の経営を圧迫している。自粛に

よる消費低迷と、海外渡航制限によりインバウンドが見込めない現在、閉店を余儀なくさ

れる商店も少なくない。

この状況を鑑みて、利用される消費者への安全を第一に考えた上で、「商店街等再起支

援事業」や若手・担い手支援と空き店舗の活用等、包括的な支援を継続的に行うこと。

同時に、商店街未加盟の店舗についても、地域経済活性化の観点から支援を行うこと。

4.  セレクト神奈川NEXT（企業誘致施策）について
本県では平成 28 年 4 月からスタートした「セレクト神奈川 100」の検証の結果、誘致

企業数は着実に伸びている。

しかし、地域偏在があることが判明し、新たに「セレクト神奈川 NEXT」が打ち出され、

横須賀・三浦地域や県西地域に限定した「地域振興型産業」の支援対象への追加や、横浜・

川崎地域以外における宿泊施設についての要件緩和が行われた。

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、生産設備の国内回帰も想定されることから、対

象産業や業種、要件についても柔軟に対応すること。

誘致した企業に対して、県内中小企業との取引の拡大が図られるよう制度的インセン

ティブの検討をすること。

また、今後も、成果について検証を行うこと。
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5.  雇用の継続・就業支援の強化について
コロナ禍の中、完全失業率は昨年平均 2.4% だったが、4月には 2.6 パーセント、6月末

で 2.8% となり、今後もリーマンショックを超える悪化が予想される。

今後、解雇や雇止めのさらなる拡大を防ぐために、労働関係法規の周知徹底と労働相談

や就業支援の拡充を図ること。

国の雇用調整助成金など制度の周知や活用への支援、説明会の継続、経済団体への働き

かけ等を強化しつつ、県としても雇用の継続につながるための助成金等の拡充を図ること。

6.  ブラック企業対策の強化と労働基準法遵守について
ブラック企業、ブラックバイトという言葉に代表されるような、悪質な労働環境での就

労を強いる企業に対しては「絶対に許さない」という姿勢で対策を講じること。

また、違法な長時間労働等の法令違反が疑われる場合に、県民や労働者が、引き続き企

業名等を神奈川労働局に情報提供を行えるように、取組を強化すること。

併せて、アルバイトや就業後の相談体制の周知徹底と SNS の活用などによる体制の充実

を図ること。

7.  ハラスメント対策について
令和元年 5月に、職場におけるパワーハラスメント防止措置を企業に義務付ける法律が

成立し、大企業では令和 2年 6月に適用された。

今後もさらなるハラスメント対策が求められるところであり、引き続き労働基準監督署

と連携を図り、労働法規の遵守、賃金不払いなどの防止に努めること。

昨今は、新型コロナウイルス感染症による、企業の収益力が低下したことにより、解雇

や雇止めが起こっている現状がある。パワーハラスメントやセクシャルハラスメント、マ

タニティハラスメント、性的マイノリティ（LGBT）に対するハラスメントなどによって、

当事者が不利益を被ることがあっては絶対にならないため、引き続き防止と周知に取り組

むこと。

8.  働き方改革について
「働き方改革関連法」にもとづく長時間労働に歯止めをかける「残業時間の上限規制」

と非正規社員の待遇改善を図る「同一労働同一賃金」の遵守を進めること。

「高度プロフェッショナル制度」の導入や裁量労働制の対象拡大については、中小企業

や小規模企業での労働環境が悪化することがないよう、神奈川労働局とも連携し、不適切

と思われる運用については、是正する取組を引き続き行うこと。

来年 4月からの「パートタイム・有期雇用労働法」の中小企業への適用に向けて、周知・

啓発を図ること。
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併せて、ワークライフバランスの実現、子育て・介護など仕事との実現に向けた制度の

周知と企業の取組への助成金制度など、推進策の強化を図ること。

9.  障がい者就労支援の推進について
就労を希望する障がい者が適性に応じた仕事に就き、自立した生活を実現することは、

多様性を重んじる本県においても重要な施策である。平成 30 年 4 月より精神障がい者も

雇用率の算定基礎に加わり、より一層の細やかな就労相談及び、継続した定着支援が求め

られている。

しかし、新型コロナウイルス感染症による厳しい経済状況では、障がい者の解雇が起こっ

ており、厚生労働省でも経済団体に対し、安定雇用に向けた特段の配慮をお願いしたとこ

ろである。

こうした状況を鑑み、コロナ禍にあっても、現状の法定雇用率にもとづく障がい者雇用

が確実に保持されるよう、県内企業へのより一層の働きかけを行うこと。

また、令和 3年 4月より前の段階で、さらに法定雇用率の引き上げが行われる可能性が

ある。そのため、ウィズコロナ及び、アフターコロナに向けた障がい者雇用の指針につい

ても検討を行うこと。

10.  コロナ禍における外国人労働者の支援について
日本では人手不足を補うために、外国人労働者の受け入れを行ってきた。しかし、昨今

の新型コロナウイルス感染症の影響により、外国人労働者は一段と厳しい状況にある。移

動の制限やそれによる飲食店等の需要が大幅に減少し、雇用環境が悪化している。この状

況を放置してしまえば、これまで問題となっていた外国人労働者に対する不正行為の増加・

拡大が危惧される。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で生活（就労・自粛等）することが困難になった

外国人に対しても、相談や支援の拡充を行い、行政の側から積極的に情報を発信し、不正

を発見するという姿勢を示すことが必要であり、そのための現状把握方法を専門職や支援

団体との連携をもとに、どのように構築するか検討を進めること。

11.  テレワーク・サテライトオフィスの普及、促進について
昨今の新型コロナウイルス感染症拡大により職場環境にも「新しい生活様式」の導入が

進んでいる。その代表事例として、テレワークを導入する企業が増えている。

職場や通勤における感染リスクの低下とともに、自宅での勤務など柔軟な働き方に変わ

ることで、従業員のワークライフバランスを確保し、最終的には企業の生産性を上げてい

くことが、テレワークに期待される効果である。

一方で、テレワークの働き方によって、ワークルールが未整備であることから、仕事と
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プライベートが切り分けづらくなり、結果として、労働時間が延びてしまう懸念がある。

本県では、テレワークの導入経費の補助を行っているが、施策の趣旨を踏まえ、コロナ

禍以降もテレワークという新しい働き方が持続するような質と量の検証と、テレワークに

ついてのガイドラインの設定を行うこと。

また、サテライトオフィス設置促進に向けて、対象となる企業からの相談を受けるだけ

でなく、県としても積極的に提案を行っていくこと。
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建設・企業

県は、「10 世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村等」が被災者生活再建支援法によ

る被災者生活再建支援制度の対象となるところ、台風第 15 号及び第 19 号については市町

村の住宅全壊被害が 10 世帯未満であるため被災者生活再建支援法に基づく支援金の支給

対象とならない被災世帯に対して、独自の制度設けその生活の再建支援を行ってきた。そ

して、我が会派が防災・警察常任委員会で求めてきた災害ごとに不公平感が生じないよう

にするための同支援の恒久化をすべきとの主張を実現したことについて一定の評価をする

ところである。

しかしながら、今後も極端現象や台風が頻発する蓋然性が高く、さらなる安全・安心の

ための県土づくりを強力に推進する必要がある。

また、波のエネルギーを逸散・減衰させる「消波機能」を有する砂浜を保全する養浜対

策や、レベル 1とされる津波の発生頻度が概ね数十年から百数十年に 1回程度という施設

の供用期間に発生する可能性が高い津波や高潮から堤内地を守るハード対策も強力に推進

する必要がある。

併せて、災害時に協定を締結し被災時に協力を求めなければならない県内企業、とりわ

け中小企業及び小規模企業を、公共事業を通じて健全に育成していくことにも取り組んで

いく必要がある。

企業庁においては、災害に強い県営水道施設をつくるとともに、発電所の早期の再稼働

等にも取り組むべきである。

1.  急傾斜地崩壊対策等の推進について
県はこれまで、急傾斜地法によるハード対策に取り組んできたが、ハード対策には時間

と費用がかかるため、新たに、土砂災害の被害を受けるおそれのある区域に着目し、警戒

避難体制の整備や危険箇所の周知等の土砂災害防止法によるソフト対策にも併せて取り組

んできた。

近年、豪雨災害が頻発し激甚化する台風被害を鑑みるとさらなる取組が必要である。

緊急性が高い区域については、防災工事の実施時期等の具体的なロードマップを早急に

市町村に示すとともに、急傾斜地崩壊防止工事の要望区域内に不在地主がいる場合、土地

所有者の承諾を得られないことから工事施工が不可能になるケースがあるため、土地所有

者の承諾について一定の条件を緩和すること。

2.  養浜対策の推進について
相模湾沿岸の 13 市町を対象とした県の海岸侵食対策計画が、計画を策定した平成 23 年

当時と比べ、茅ケ崎海岸などで砂浜の回復状況や侵食の度合いが変化してきたため、令和
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2 年度に見直されることになっているところ、砂浜減少に伴い背後地に影響を及ぼす可能

性がある箇所をより優先的に取り組むべく計画に盛り込むこと。

3.  海岸防護の推進について
県は、大型台風の通過時などに想定し得る最大規模の高潮の対策について、平成 31 年

4 月に東京湾沿岸計 68.6 平方キロを「高潮浸水想定区域」に指定し、住民らの避難の目

安となる「高潮特別警戒水位」を設定した。相模湾沿岸についても、令和元年度末をめど

に同様の対策を講じる方針と報じられているが、令和 2年 8月時点で発表はされていない。

相模湾沿岸についても早急に「高潮浸水想定区域」に指定し「高潮特別警戒水位」を設

定するとともに、津波、高潮、高波浪等から沿岸を守り、防護水準を満たしたより安全性

の高い海岸保全施設を整備することが課題であるところ、具体的な護岸や堤防の高さは、

海岸ごとにおおむね数十年から百数十年に 1回程度発生する津波と、より発生頻度の高い

高潮等を比較して、高いほうの波を計画高としているが、高さが不足している区間の整備

の早期を実現すること。

4.  コロナ禍における海岸管理について
今夏の本県の海岸では海水浴場が開かれず、県市町が連携して夏の海岸の安全対策に当

たった。建設企業部会で求めてきた「県が主体的に安全対策に努めること」「ライフセーバー

や警備員の設置」「仮設トイレの設置」などに取り組んできたことは一定の評価をする。

しかしながら、ワクチン開発や新薬開発が進まない中で、来夏も海水浴場が開かれない

可能性は否定できず、今夏の対応を踏まえた上で県と市町で夏の海岸の安全対策について

の役割分担などのルール化をすべきとともに、海岸法について、海岸管理に関する具体的

な規定や目的に「海岸防護・環境保全・適正利用」に加え、「静穏な海岸環境の維持」も

加えるよう国に働きかけること。

5.  公共工事における中小企業・小規模企業参入の推進について
公共工事の際には、予算の透明性、品質の確保などで優位性があるといわれている分離

発注を拡大するとともに、PFI を導入する場合には、PFI による公共工事がより地域に根

差したものになるよう県内企業、中小企業・小規模企業が参画しやすくなるような仕組み

づくりを行うこと。

6.  解体工事業新設後の業種区分の課題について
平成 28 年 6 月 1 日より、建設業許可業種の「とび・土工・コンクリート工事」から解

体工事が分離独立し、新たに「解体工事」の業種区分が新設された。国土交通省の「建設
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業許可事務ガイドライン」によれば「それぞれの専門工事において建設される目的物につ

いて、それのみを解体する工事は各専門工事に該当する」ということから、これまで通り、

建物全部または一部を躯体ごと解体する工事については、解体工事業での施工に支障はな

いが、これまで行ってきた改修工事における内装解体や設備機器の解体等においては、そ

れぞれの解体工事を行う場合、それぞれの各専門工事の資格が必要になってくる。

この点、当該ガイドラインを改め、それぞれの専門工事において建設される目的物につ

いて、それのみを解体する工事であっても、日常的に行っている建物解体の一連の作業と

して行われている、内装解体やアスベスト除去、設備撤去等、既に業として行っている解

体・撤去を行う作業であれば、解体業にも該当するとすること、及び解体・撤去を行う作

業を含む建設工事は解体業の実績とできるようを国に働きかけること。

7.  建設業への働き方改革関連法の全面適用（令和6年）について
平成 31 年 4 月 1 日に政府が施行した改正労働基準法によって、建設業でも令和 6 年 3

月までの 5年間の猶予を経て時間外労働の上限が罰則付きで規定される。今後、建設工事

従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律（建設職人基本法）に基づいて本県にて

策定される「建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する計画」により、公共工事にお

いては、1 日 8 時間・週 40 時間就労を基準として、週休 2 日工事の推進、適正な工期・

積算数量等の設定を徹底すること。労務費その他諸経費の係数補正をさらに拡大するとと

もに、県内の建設業者が行う民間工事についても、同様の措置が取られるよう指導を徹底

すること。

8.  県管理の国道及び県道整備の促進について
県が管理する国道及び県道については、「かながわのみちづくり計画」に基づき着実に

計画道路の整備が求められているが、とりわけ、県管理道路について地域が抱える課題を

解決するため、当該自治体と連携して解決に取り組むこと。

9.  無電柱化の取組の推進について
県は、令和元年度策定した「神奈川県無電柱化推進計画」に基づき、計画的に事業を推

進しているが、防災、安全・円滑な交通確保、景観形成の観点から令和 2年度末までの実

施計画であるため、令和 3年度以降については、防災の視点から第 1次緊急輸送道路かつ

緊急交通路指定想定路を優先して事業を推進すること。

10.  水道施設の災害対応力の強化について
令和元年に発生した台風第 15 号と第 19 号は、いずれも本県の広範にわたり甚大な被害
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をもたらす事態となった。近年、毎年のように台風や豪雨による大規模な水害や土砂災害

が発生していることから、台風などによる大規模な水害における課題や教訓を踏まえた、

災害への対応力の強化が必要である。

以上を踏まえ、災害に強い県営水道施設をつくるために、広範囲にわたる断水を避ける

ためのポンプ場の非常電源を整備するなど、水道施設の停電対策を着実に推進すること。

11.  発電所の早期の再稼働等について
現在、玄倉第 1、第 2 発電所が、林道斜面崩落に伴う通行止めの影響により運転が停止

している。これらの発電所が、発電できないことにより得られない収入が多額にのぼって

おり、早期の稼働や再開に向けて取り組むこと。
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文　教

AI をはじめとする技術革新、国際化の進展、少子高齢化など社会環境の変化により、

これまでの教育の在り方が見直されている。そのような状況のもとに県は、県立高校改革

をはじめとした学校教育の充実だけでなく、生涯にわたる学びを支える環境づくりを目標

に掲げている。

教育行政を着実に推進することを要望するが、このコロナ禍において、県民の学びの保

障をどのように行っていくのか精査していかなければならない。

以上の観点から、以下のことを要望する。

1.  いじめ・暴力行為及び不登校等への対策について
全国的にいじめの問題は後を絶たない。本県においても同様であり、不登校児童・生徒

数及び暴力行為の発生件数も依然として高い水準にある。また、まわりから事態が見えに

くい SNS を通じたいじめも存在している。各種の対策を進めてはいるが、いじめ及び暴力

行為の根絶、不登校児童・生徒への対応、教員による体罰等をなくすため、これまで講じ

てきた対策の検証を行い、引き続き児童・生徒が安心して学べる即時的な環境を整備する

こと。

また、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなど、拡充されつつある外

部人材の活用について、効果と課題を検証し、心のケアや教育相談体制の充実・強化をさ

らに図るとともに、いじめの未然防止・緊急課題の解決に向けた体制を構築し、児童・生

徒を取り巻く教育環境の変化に対応すべく、児童相談所をはじめ、警察・地域などの関係

機関との連携強化に向けて引き続き取り組むこと。

さらに、いじめに悩む児童・生徒のために開始した相談事業、「SNS いじめ相談＠かな

がわ」や「24 時間子ども SOS ダイヤル」を継続、拡大し、悩みや不安な気持ちにより一

層寄り添うこと。

2.  県立高校改革の着実な推進
県立高校改革の推進に際しては、新型コロナウイルス感染症対策のための「新しい生活

様式」が定着する中、学びの保障と教育の質の向上を担保し、「生徒の学びと成長にとっ

て何が必要か」という視点を最優先にする「生徒第一（スチューデント・ファースト）」

という基本的な考え方のもと、県立高校改革を着実に進める必要がある。

その際に、コロナ禍のことを考えると部分修正する必要もあるので、その修正をしっか

りと行うこと。また、コロナ禍に関わらず計画を確実に推進する分野もあるので、最終年

から逆算して施策を推進すること。
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3.  教員の人材確保と育成について
全国的な教職員不足が叫ばれ大きな問題となる中、本県も例外ではない。大学の教員養

成の縮小や教員志望学生の減少、新型コロナウイルス感染症の影響による教育実習特例措

など、複数の構造的な要因があり、国を挙げた対策が望まれるところである。特にこれま

で教職員の病気休職や産休育休代替の臨時的任用職員の不足は深刻なものとなっている。

よって、教職員の待遇改善など県としても魅力ある職場としての学校づくりを進めること。

また、これまで以上の積極的な採用、人材確保と育成に努めること。

さらに、需要が増加する臨時的任用職員・非常勤講師についても適正な任用と任用後の

研修を充実させ、指導力の向上を図ること。

4.  「ともに生きる社会」を実現する教育の推進について
「ともに生きる社会」の実現のためには、多様性を認める教育を推進する必要がある。

具体的には、さらなるインクルーシブ教育の推進や増加する日本語の理解に困難がある児

童・生徒への支援の充実である。

県は、インクルーシブ教育に関して多様な学びの整備と教職員の確保に取り組んできた。

今後は学校の状況や意見にも十分に配慮してさらなる推進のため、学校間の連携の推進、

関係機関との連携などを行うこと。

日本語の理解に困難がある児童・生徒にも県のこれまでの通訳・生活支援だけでなく、

適切な進路支援を進めること。

また、県立高校における特別選抜の拡大、在校中の受け入れ態勢の整備を進めること。

5.  GIGAスクール構想のもと県立高校におけるICTを活用した
　 教育の推進について
IoT が目覚ましく進展した、AI 時代に社会人となる高校生には ICT 機器などを活用し、

情報を収集分析して探究的な学びを通じ課題を解決する力が求められる。BYOD（私物端末

の業務利用）も活用し、ICT 機器を積極活用した授業を推進すること。併せて、SNS 等での

いじめや性被害を発生させないためのモラル教育・情報リテラシー教育を充実させること。

教育委員会においては、GIGA スクール構想など ICT 端末を全校全生徒に普及させる事

は目的ではなくあくまで手段であるととらえ、情報端末整備を進めると同時に、ICT の利

活用によって、質の高い教育を実現するための教員の指導力向上や、事務作業の軽減によ

る教員の働き方改革、児童・生徒へのよりきめ細やかなフォローなど、「人」に力点をお

いた ICT 利活用を進めること。

また、ICT 支援員など ICT 利活用をサポートする補助職員の配置を強化すること。
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6.  国際社会で活躍できる人材の育成について
昨今の世界情勢において、国際社会で活躍できる人材の育成が重要であることは言うま

でもない。その対応として、英語教育が重要である。

現在、英語教育が小学校高学年において外国語科とされたとともに、小学校中学年にお

いては外国語活動として実施される。県は国の専科教員加配を活用し令和元年度から英語

専科担当教員を配置しており、これまで県が行ってきた施策をさらに前に進めること。

その一方、英語専科の任用要件の緩和や外国語指導助手（ALT）活用のための県独自の

財政措置、大学入試共通テストにおける英語試験への対応など課題も山積している。

大切なことは結果にコミットすることである。県が行っている施策により、どれだけの

生徒が英語によるコミュニケーション能力の向上を図ることができ、そのことにより、国

際社会で活躍できる人材を育成するよう努めること。

7.  少人数学級の推進について
従前より豊かな学びのための定数改善が求められてきたが、コロナ対策の三密に関し

ても現在の設計基準である教室当たり 40 人学級は狭く、対策が図れない。また、今後の

ICT 教育、プログラミング授業など、教育の変化に対応するためにもクラス規模の縮小が

求められている。

県は国に対して法改正により早期に 35 人以下学級を拡大するよう「全国都道府県教育

長協議会」「全国都道府県教育委員協議会」を通じて国に要望を行っているとは承知して

いる。引き続き、国へ「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法

律（標準法）」を改正し新たな定数改善計画の策定を働きかけると同時に、厳しい財政状

況ではあるが、県単独事業による教員の加配で 35 人以下学級の拡大を実現すること。

また、学校英語専科、高校専門学科の技術職員や実習助手などの基礎定数化についても

働きかけを行うことで、少人数学級の推進に資すること。

8.  特別支援学校等の体制強化への取り組みについて
特別支援学校等の体制強化への取り組みについて、以下 3点要望する。

1.	 過大規模化解消および既存校改善…特別支援学校への入学希望者は増加傾向にあ

り、人口増加の著しい横浜市港北区や、川崎市、藤沢市などの過大規模化の解消の

ため、新校創設を含め障がい児の就学環境の整備を図ること。また、既存校におい

ても在籍する児童・生徒の障がいの特性に配慮したバリアフリー化を進め施設・設

備の改善を図ること。

2.	 スクールバスの環境改善…高等部知的障害教育部門の生徒の通学については、自立

と社会参加に向けた自力通学が基本であるが、自力通学が困難な生徒は保護者等の

送迎により通学している現況であり、全ての子どもたちが平等に学ぶ権利の保障と

保護者の負担軽減のためにも、高等部への自力通学が困難な生徒全員のスクールバ
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ス利用が可能となるよう環境を整備した上、段階的に通学練習が行えるよう施策を

講じること。同様に、医療的ケアを要する児童・生徒の通学保障のため、スクール

バスに看護師を同乗させるなどの安全性への施策を講じた上、通学できるように環

境整備をすること。また、新型コロナウイルス感染症対策のため、スクールバス内

で十分な距離をとれるよう、バスの増便や大型化も含め環境整備を進めること。

3.	 医療的ケアおよび感染症予防…特別支援学校及び市町村立小・中学校に対して、医

師、看護師、介護士等の配置をさらに充実させ、特別支援学校教員の医療的ケアへ

の負担軽減に努めること。また、新型コロナウイルス感染症対策には万全を期し、

衛生設備・資機材の整備や拡充を確実に行うとともに、特別支援学校で可能な限り

の感染症予防を実施すること。さらに、消毒作業などにあたる用務員など教員以外

でもできる人材を活用することにより、現場の負担軽減につとめること。
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地域要望

横浜市
1. 総合的な依存症対策の推進に向けた、ギャンブル等依存症対策推進計画の早期の策定

を行うこと。

2. 小児医療費における県の通院費助成の対象を、未就学児から学齢期までに引き上げる

こと。国に対し統一した制度の実現など、要望の連携・協力の強化を図ること。

3. 東京 2020 オリンピック・パラリンピックの開始が 1 年延期されたが、引き続き、県

域における広報・PR 実施など、大会に向けた機運の醸成の取組への連携・協力を図

ること。また、大会期間中の競技会場周辺を中心とした市内の警備への対応を行う

こと。

4. 開通した相鉄・JR 直通線だが、羽沢横浜国大駅～武蔵小杉駅間は約 17 ㎞もあり、設

備故障や自然災害等による運行障害発生時といったリスクの対応に課題がある。中間

に位置する鶴見駅に停車させることで、安全性の向上のみならず、京浜臨海部におけ

る利便性向上、羽田・品川等とのアクセス拠点としての発展が見込まれるため、相鉄・

JR 直通線の鶴見駅への停車を実現すべく取り組むこと。

川崎市
1. 法人二税の超過課税は、厳しい財政状況にあっても特別な財政需要や取り組むべき喫

緊の行政課題に着実かつスピーディに対応するためのものであるという趣旨を踏まえ、

指定都市・一般市の区別をせず、県域全体の持続的な発展に向け、県域全体への波及

効果を踏まえた優先順位付けなどにより、真に必要かつ効果的な事業に配分すること。

	 また、超過課税を活用した事業について、補助事業の採択や配分額の決定における合

理的な理由を明確に示すこと。

2. 拠点地区の整備において、民間事業者の開発を促し、再開発事業による活力あるまち

づくり、県域全体の県民生活の安全安心・質の向上のために、相応な財政措置を講ず

ること。

	 また、その際指定都市を区別せず、「国・県・市の重要施策」や「県域全体への波及効果」

等を踏まえた優先順位付けにより、県の補助対象地区を選定すること。

3. 文部科学省の「公立特別支援学校における教室不足調査（令和元年度）」によると、県

は全国ワースト 2 の教室不足という状況の中、特別支援学校の新設等により受入枠を

拡充すること。
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	 特に、今後も児童生徒数の増加が特に見込まれる川崎市幸区・中原区の課題地域につ

いて、課題解決の方向性を早急に示すこと。

4. 首都圏では昨今、多くの高層建造物が建設され、テレビ等電波の受信状況が変化し、

複数の建造物が関係する複合障害などにより地域的に受信障害が発生する事例が目立

つようになった。こうした建造物等による受信障害対策として、県の工事入札時に事前・

事後の受信障害に対する調査を実施すること。

相模原市
1. 相模原市と町田市の行政界を流れる境川については、過去数度にわたり河川の氾濫、

溢水による大規模な浸水被害が発生しており、地域に甚大な被害を生じてきた。相模

原市においても、近年は局地的集中豪雨が発生する頻度が高くなっていることから、

下水道整備計画に基づき計画降雨を時間雨量 51 ㎜（5 年確率）として、浸水被害の解

消に向けた雨水管の整備を積極的に進めているところである。また、県においても時

間雨量概ね 60 ㎜対応の整備を進めているところではあるが、一部でいまだに時間降雨

30 ㎜対応の整備も未了である区間があり、下水道における雨水管の放流が依然として

抑制されている状況にある。

	 これまで県の取組として、境川における遊水地や護岸の整備を進めてきたことは評価

しているが、改めて、県民・市民の安全と安心を確保するため、市が整備した雨水管

の能力を十分発揮できるよう、境川水系河川整備計画に基づいた河川改修を早期に進

めること。

2. 安全で良質な水を将来にわたり安定して供給するためには、水道事業の経営基盤の強

化や一層の効率化が必要であることから、相模原市緑区の中山間地域における簡易水

道や小規模水道と県営水道との統合など広域化に向けた取組を推進すること。

	 相模原市の水道は、給水人口ベースで 99 パーセントが大規模事業者である県営水道に

より供給されているが、一方で水源地域である本市緑区の藤野地域と津久井地域の一

部では、市営簡易水道、組合営簡易水道、小規模水道、専用水道により給水が行われ

ている。現在、水源の枯渇や水質の保全、維持管理に係る技術水準の確保などが課題

となっているとともに、災害対策の充実や水質管理の徹底などが求められている。

	 これらの課題を解消し、安全で良質な水を将来にわたり安定して供給するためには、

水道事業の経営基盤の強化や一層の効率化が必要であることから、広域化に向けた取

組が必要であり、今後は簡易水道や小規模水道と県営水道との統合を進めること。

3. 小田急多摩線延伸（唐木田～上溝）については、交通政策審議会答申第 198 号におい

て①「収支採算性」、②「費用負担の在り方を含む事業計画についての十分な検討」、③「都

県境をまたぐ路線として関係地方公共団体の協調による検討」が課題として示されて

いる。
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	 このため、県においても延伸の早期実現に向けて、収支採算性等の課題解決への協力

とともに、広域自治体としての立場から、鉄道事業者や東京都への働きかけを強化す

るなど、今後の合意形成を見据えて積極的に支援を行うこと。

4.JR 相模線は神奈川県の中央部を南北に貫く鉄道路線で重要な交通網の一つとなってい

るが、単線の路線となっており輸送力の弱さが従前より課題となっている。相模線の

北端駅である橋本駅にはリニア中央新幹線の神奈川県内唯一の駅が新設されることと

なり、また相模線の南部に位置する倉見駅付近には、大神・倉見のツインシティ構想

と合わせて東海道新幹線新駅設置の可能性についても期待が高まっている。

	 相模線を取り巻く環境は近年劇的に変化しており、沿線自治体のまちづくりによる人

口集積や地域の魅力創出等により、相模線の需要増加も見込まれている。こうした状

況を踏まえて、相模原市内への新駅の設置や、部分的な複線化などの段階的整備が図

られるよう、早期の複線化実現に向けて県として積極的に取り組むこと。

横須賀市
1. 横須賀市コロナ禍における地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額確保

に向けて、地方における歳入歳出の状況を適切に見込み、十分な地方財政措置を講ず

ること。

2. 国の公共事業採択基準未満のがけに対する県単独事業を拡大し、がけ整備の促進を図

り、また、急傾斜地崩壊対策工事における公共事業採択基準を緩和すること。

3. 幼児教育・保育の無償化の推進に伴い受け入れ体制の整備が必要である。子育て支援

に必要な基本的な部分はナショナルミニマムとして、国がその基盤づくりに取り組む

べきであり、自治体の財政力により保育士の処遇が変わらないよう、処遇改善および

賃金格差の是正を国の制度として行うこと。

4. 子どもを産み育てやすい環境づくりの実現に向け、等しく医療費の助成を受けること

ができるよう、早急に国の制度として小児医療費助成制度を創設すること。

	 また、現在、就学前までとなっている神奈川県の小児医療費助成事業補助金の入院外（通

院等）医療費の助成対象年齢を、県内の実態に合わせ、大幅に引き上げること。

5. 自治体が独自で医療費助成等を行っている場合の国民健康保険に係る国庫負担金の減

額措置の廃止を、未就学児童だけでなく原則廃止すること。
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平塚市
1.「平塚愛甲石田軸」として、県道 606 号（大島明石）の延伸と当道路の当市大島地区か

ら伊勢原市内の国道 246 号に至る区間を整備すること。

	 また、「伊勢原大神軸」を県道として早期に事業化すること。

2. 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新法）に適合

したノンステップバスの普及促進に向け、バス事業者の車両導入経費に対する支援制

度を創設すること。

鎌倉市
1. 歴史的風土特別保存地区及び近郊緑地特別保全地区に係る事務及び財政負担について、

法制度の趣旨に基づく県市の適正な役割分担の下、県としての積極的な関与、財政措

置及び維持管理に対する支援を要望します。

2. 少子高齢・人口減少社会を迎え、労働力の減少が見込まれる中、自治体職員の確保、

特に専門技術職の職員の確保が困難となっていることから、行政サービスの持続性確

保と地域連携のための人事連携方策を強化すること。

3. 交通渋滞の解消に向けた自立分散信号の設置（八幡宮交差点、下馬交差点、長谷観音

前交差点）及び、左折レーンの設置（長谷観音前交差点）について、道路管理者であ

る県と交通管理者である神奈川県警察本部の積極的な連携を行うこと。

4. 住民に最も身近な基礎自治体は、住民に対して機動的に情報提供を行うことが求めら

れるため、感染者の行動履歴等の情報や国県方針について、情報公開の基準や根拠を

明確にした情報連携を行うこと。

5. 国民健康保険制度の国庫負担の引き上げ等の支援拡充による保険者の負担軽減を国に

働きかけること、平成 30 年度制度改正で導入された納付金については、自治体の財政

上の負担が過度に増えないよう県においてもきめ細かい支援体制をもって配慮をする

こと。また、将来的な県内の保険料水準統一に向けた検討を進めるとともに、市町村

が担う事務の広域的・効率的な運営の推進に向けた検討を行うこと。

藤沢市
1. 特別支援学校における児童生徒数の増加に伴う過大規模を解消し、児童生徒一人ひと

りの教育的ニーズに対応するため、県立藤沢養護学校のバリアフリー化を行うととも

に、重複障がい（知的・肢体不自由）のある児童生徒の受け入れが可能となるよう再

編整備を行うなど、地域の実情に応じた配置となるよう、藤沢市内に新設することも

含めて検討すること。
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	 また、特別支援学校整備に係る補助制度の拡充及び特別支援教育体制の充実強化を図

ること。

2. 新学習指導要領の実施により、教員の負担軽減を図ることや、教員が子どもたちに向

き合い一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援・指導の充実のため、小学校外国語専

科教員の加配措置の拡充及び専任の教育相談コーディネーター兼児童生徒指導担当教

員の加配措置について国に働きかけるとともに、専任で配置されるまでの間、県で加

配措置を行うなど必要な措置を講じること。

	 また、特別支援学級における教員の複数配置について、県の基準に基づいた適正な配

置を行うこと。

3. 生徒及び教職員にとって適切な部活動の運営を構築するため、国の部活動指導員配置

促進事業を活用して市立中学校へ部活動指導員を配置できるよう、県は必要な予算措

置を行うこと。

	 また、部活動指導員の配置に当たっては地域の実情に即したものとなるよう、国に働

きかけること。

4. 歴史的建造物の保存と活用を図るため、登録有形文化財建造物修理等事業費国庫補助

に係る補助について、設計監理経費以外の本工事費も補助対象経費とするよう、県は

国に働きかけること。

5. 昨今の健康志向や環境保護の必要性の高まり、観光地における交通渋滞の緩和などを

目的とした利用促進など、自転車の活用機運が向上している。その結果、自転車で走

りやすい道に対するニーズも高まっているため、自転車ネットワーク計画に位置付け

られている県管理施設（国道、県道、河川沿いの道路）の自転車ネットワーク路線に

ついて、県は早期に国が定めたガイドラインによる自転車通行空間の確保を行うこと。

6. 入所者の安全確保及び社会福祉法人の安定した運営を図るため「神奈川県老人福祉施

設整備費補助金」について長寿命化を目的に特別養護老人ホームが行う大規模修繕を

補助対象とするよう拡充を図ること。

7. 近年の異常気象の発生による大規模な土砂崩れなどの被害リスクを増大化させないた

め、市内にある急傾斜地崩壊危険区域の未完了区域については早期の対策工事を行う

こと。

	 あわせて、風水害対策の強化のためにも、要件を満たしている急傾斜地崩壊危険箇所

49 箇所のうち指定 18 区域以外について、急傾斜地崩壊危険区域へ早期に指定するとと

もに、対策工事の着手をすること。
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小田原市
1. ニホンザルの西湘地域個体群である H 群について、管理困難な群れと判断し、群れ全

体の捕獲許可を早急に行うこと。

	 また、今後も西湘地域個体群を維持していくという姿勢であるなら、ニホンザルによ

る被害に遭われた住民に対し、なんらかの保障を図ること。

2. 広域農道小田原湯河原線は県西地域の農業発展に大きく寄与するだけでなく、地域生

活の改善及び防災上の観点からも、重要な路線であることから、当地域のネットワー

クの構築とともに、引き続き路線全体の整備促進を図ること。

3. 小田原漁港特定漁港漁場整備事業の完成に向けた予算を確保し、円滑な事業の推進を

図ること。

	 また、市が行う公設水産地方卸売市場の再整備の検討にあたり、協議調整等について

必要な指導・支援を図ること。

4. 都市計画道路穴部国府津線、城山多古線、小田原山北線、小田原中井線の整備促進を

図ること。

5. 市内の二級河川について、山王川、森戸川の河川改修事業を加速させるとともに、堆

積土砂や繁茂した草木が著しい酒匂川、狩川、早川、山王川、森戸川等の通水断面を

適切に確保するよう維持管理を図ること。

6. 小田原海岸の養浜の強化と防潮堤防の嵩上げ等の整備については、海岸の東西で所管

が県土整備局と環境農政局に分かれているので、進捗に開きが無いように調整し推進

を図ること。特に、被災を受けた個所については台風シーズン前までに対応可能な措

置を講じること。

茅ヶ崎市
1. 侵食された砂浜の回復による海岸利用者の安全確保と海岸周辺の魅力向上、環境整備

のため県管理地である柳島海岸、中海岸、菱沼海岸等の海岸侵食対策を漁港への飛砂

侵入抑止効果を含め茅ヶ崎漁港西側の堆積砂を活用し推進を図ること。また、老朽化

や砂に埋もれている竹簀（たけず）、柵（さく）等を順次改修することや南西からの飛

砂対策としての竹簀柵の新設をすることで飛砂を抑制し、サイクリングロードの利便

性向上と投入した養浜材の滞留性を高めることで、より効果的な砂浜維持を行うこと。

2. 幼児教育・保育の無償化により、国が補助対象を拡大した部分や無償化により増大し

ている事務負担については、その財源を地方交付税に委ね一般財源化することなく、

国が責任を持ってすべての財源を確保するよう国に要望すること。
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3. 公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数の標準に関する法律を見直し、現行の

児童・生徒数が ｢550 人以上単独実施校に 1 人 ｣「550 人未満単独校 4 校に 1 人 ｣ とい

う配置基準を緩和することを国へ働きかけるとともに、県の裁量による栄養教諭への

任用換えが進められる中、学校給食の充実と安全面での配慮が一層図られるよう、多

くの学校に学校栄養職員を配置すること。

	 公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律を見直し、1 学級の

児童・生徒数を削減し、30 人学級を可能とするとともに、教育効果を上げるため、教

職員定数を増加し、現状の加配数を維持しつつ予算措置を講じるよう、継続的に国に

働きかけること。また、現行法のもとでも、県の判断による学級編制の基準の引下げ

は可能であり、県においても 30 人学級導入や少人数指導の加配増を積極的に推進する

こと。

4. 都市化の進展による交通事故や犯罪の増加に対する社会的な諸施策を講じ、社会秩序

の維持徹底のため、地域の実情に応じた防犯対策等の拠点となる新設交番の設置及び

駐在所の交番への転換をすること。本市では、香川地区の人口及び治安状況の推移、

要望の経過、JR 香川駅が位置すること等から判断して香川地区、松林地区、鶴嶺西地

区及び環境の変化が著しい状況から小和田地区への交番の設置、小出駐在所、西久保

駐在所、南湖駐在所の交番への転換を行うこと。

5. 藤沢大磯線についてさがみ縦貫道路のアクセス道路でもあるため、周辺道路からの影

響も勘案し整備済区間においては環境対策を講じるとともに、未整備区間においては、

地域住民の安全性向上や交通ネットワークを構築する観点から早期事業化を図ること。

県道 404 号（遠藤茅ヶ崎）の歩道整備について事業区間となっている甘沼地区の赤羽

根交差点以北について引き続き整備を推進すること。また、事業区間となっていない

堤地区及び堤坂下交差点以北についても早急に事業化し歩道整備を実施すること。

逗子市
1. 砂防事業、急傾斜地崩壊対策事業等におけるハード対策のさらなる推進を図ること。

2. 急傾斜地崩壊防止工事の要望区域内に不在地主がいる場合、土地所有者の承諾を得ら

れないことから、工事施工が不可能となるケースがあるため、土地所有者の承諾につ

いて、一定の条件を緩和すること。

	 要望区域内の公共用地が含まれる場合においても同様に採択すること。

3. 下水道施設の改築に係る国費支援については、公衆衛生の確保や公共用水域の水質保

全の面から必要不可欠である。また、道路陥没など災害防止上の観点からも欠くこと

ができないことから、社会資本整備総合交付金等による国の支援の継続を働きかける

こと。
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4. 県有財産である市街化区域内の未利用地を処分する場合、地元の意向にも十分配慮し

た処分とするよう要望すること。

	 閉校となる逗子高校跡地について、逗子市及び三浦半島の活性化に資する形で利活用

されるよう検討すること。

5. 沿岸市町の津波避難ビル拡充のため、基準水位の公表、構造要件に係る新基準を検証

するための財政的、技術的な支援を求めること。

三浦市
1. 県下の水道事業体で広域化又は県営水道事業への統合を希望する事業体がある場合に

は、当該事業体はもとより密接に関連のある周辺事業体に対しても積極的に働きかけ、

引き続き広域化等に向けた具体的な枠組みを整えるとともに中心的な役割を担うこと。

2. 循環型社会形成推進地域計画に基づき、循環型社会形成推進交付金交付要綱に定める

交付率による交付金額の予算を確保し、交付金の申請が承認された計画については、

着実に要望額を全額交付するよう国に働きかけること。また、ごみ処理広域化により

整備する中継施設は、国のダイオキシン類等の削減方針等にも寄与するものであるこ

とから、循環型社会形成推進交付金交付要綱で定める範囲を限定せず、交付対象事業

となるよう国に働きかけること。

3. 三浦縦貫道路Ⅱ期区間及び同道路と一体的機能をもつ、都市計画道路「西海岸線」の

未整備区間の早期整備並びに三浦縦貫道路（有料道路区間）の通行料金の引き下げを

行うこと。

	 また、利便性向上のため ETC を導入すること。

4. 国道 134 号の交通渋滞の解消や防災力・都市景観の向上、歩行空間の確保を図るとと

もに、災害時の緊急輸送道路としてのさらなる機能強化と電線地中化を推進し、県道

215 号（上宮田金田三崎港）宮川橋付近から、都市計画道路城ヶ島線までの歩道設置を

含めた安全対策を早期に実施すること。

5. 社会資本整備総合交付金や防災・安全交付金などのインフラ整備に係る国庫補助金は

内示額が要望額を下回っているため、地方が必要とする総額を確保するとともに、地

域の実情を勘案して適切に配分するよう国に働きかけること。
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秦野市
1. 国道 246 号バイパス（厚木秦野道路）の秦野市区間（10.6 ㎞）について、有料道路事

業など様々な整備手法の検討を行うとともに、早期全線事業化、全線整備を図るよう、

国への働きかけについて、積極的に支援すること。

2. 表丹沢の魅力のさらなる向上と、現在、策定中の「表丹沢魅力づくり構想（仮称）」の

ビジョンの実現のため、表丹沢県民の森、菜の花台園地など、県有山岳・里山施設の

魅力向上につながる維持管理及び整備等を促進すること。

	 また、県道、登山道、県営林道等の適正な維持管理と、表丹沢の魅力向上につながる

整備及び活用の検討を行うこと。

3. 市民が安心して医療を受けることができるよう、分娩環境の整備及び地域医療の連携

体制の強化に向け、産科・小児科等の医療従事者が不足する現状を念頭に置いた、「県

内医科大学の地域枠の拡充」や「医師・看護師等の修学資金の拡充」など、地域の実

情を踏まえた一層の医師、看護師等の確保対策を推進すること。

	 また、産科医が不足している地域の危機的状況に対応するため、「第 7 次神奈川県保健

医療計画」に基づく「周産期救急医療システム」における医療圏格差の解消や産科医

師分娩手当補助事業を拡充すること。

	 さらに、既存の休日夜間急患診療所の運営や二次救急診療事業に対する補助、医師が

都市部に集中しないシステムの構築など、総合的な救急医療体制の整備、充実を行う

こと。

厚木市
1. 子ども・子育て支援新制度、特別支援児への補助、小児医療費助成事業などでは県が

直接に補助するだけでなく、国への働きかけが重要になる。県は制度が公平になり、

適切な財政措置が行われるよう国に働きかけること。

2. 県道の安全対策、特に交差点における車止め設置や路面表示の補修などは喫緊の課題

であることから、計画の前倒しを含めて対応すること。

3. 県立相模三川公園については、海老名市側に比べて厚木市側は整備が遅れている現状

がある。人と自然が共生する環境の確保のためにも当該公園の早期に実現すること。

4.「法人住民税の一部国税化の見直し」、「ゴルフ場利用税の堅持」、「不交付団体における

較差の解消」など、基礎自治体にとって重要な制度設計に関しては、県が基礎自治体

とともに地方分権に資する制度になるよう国に働きかけを行うこと。
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大和市
1. 厚木基地の所在により、本市では航空機騒音や事故への不安、街づくりの支障など様々

な負担を強いられていることから、国に対し、こうした負担の解消を図るとともに、

周辺対策等については、多大な負担に見合ったものとなるよう一層の強化を働きかけ

るなど、本市と十分連携のうえ、取り組むこと。

2. 平成 26 年 6 月に市内を流域とする引地川、境川が特定都市河川に指定されたことによ

り、市民や事業者、流域自治体に対し、新たな雨水の流出対策などの負担が求められ

ている状況である。治水対策の根幹をなす河川改修について、両河川の未整備区間に

おいて、着実に進めるよう要望すると共に、整備が完了するまでの間においても、安

全対策に万全を期すこと。

3. 国は平成 23 年度の法律の改正に伴い、35 人学級の導入を小学校 1・2 年生へ順次拡充

したが、教師の目が子どもたち一人ひとりに行き届くような学級編成を行うことは、

教育環境の充実を図るうえで極めて重要である。また、学級数、児童・生徒数が多く、

特に課題を抱えている学校においては教頭の業務負担が大きく、以上のことを踏まえ、

国に対し、法改正を含む小中学校への 35 人学級の拡大に向けた取組を働きかけるとと

もに、県として 35 人学級の維持・拡大に努めること及び教頭の業務負担軽減に向け、

教頭の複数配置をはじめとする人員体制の拡充を図ること。

4. 交差点で信号を待つ歩行者等が犠牲となる事故が相次ぐ昨今の交通事故の情勢等を踏

まえ、歩道を有する国道、県道の交差点における横断歩道と歩道の接続部付近やその

近傍で、歩行者の保護の必要性及び緊急性が特に高いと判断される箇所を対象に耐衝

撃性を有する車止めを設置するとともに、不鮮明になった横断歩道等の路面規制表示

の補修について、迅速に対応すること。

5. 本市では、循環型社会の形成と環境負荷低減等のため、焼却灰の全量資源化を目指し、

焼却灰の資源化については、現在、県外の資源化処理施設に頼っているが、他県の焼

却灰を受け入れない施設が見受けられ、安定した資源化のルートの確保が課題となっ

ているほか、遠方の施設への運搬費用もかさんでいる。県内の多くの自治体でも県外

施設へ焼却灰を搬出しており、同様の課題を抱えていることから、一自治体で対応を

進めるのではなく、県が中心となって、資源化処理施設の誘致や既存企業の育成を行い、

県内に焼却灰を安定的かつ安価に受け入れられる環境を整備すること。
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伊勢原市
1. 新東名高速道路の整備を促進するとともに、国道 246 号バイパスの未事業化区間につ

いては令和 3 年度の新規事業化、事業化区間については早期供用開始に向け整備が促

進されるよう、引き続き国及び関係機関への働きかけを行うこと。

	 また、併せて、都市計画道路西富岡石倉線、県道 611 号（大山坂戸）等の関連道路の

整備事業を推進すること。

2. 近年の台風等の集中豪雨に対し、伊勢原市を流れる河川の氾濫に対する水害が喫緊の

課題となっている。県が管理する二級河川の整備、具体的には、歌川の治水対策、渋

田川の整備、板戸川の河川改修、鈴川の整備等、県として対策を推進すること。

	 また、砂防指定地の整備、具体的には、高橋沢の護岸工事、渋田川砂防指定地の整備、

谷戸岡沢の整備等、県として対策を推進すること。

3. 県立いせはら塔の山緑地公園については、第 1 期地区が整備され、開放をしていると

ころである。当該公園は県で初めて借地方式により進められてきた県立公園でもあり、

現在、実施している整備手法の課題等に関する検証作業を進めるとともに、第 2 期・

第 3期地区を含めた計画全体の早期具体化を検討すること。

座間市
1. 座間都市計画道路、3・4・3号相模原二ツ塚線及び水窪座間線、3・4・5号座間南林間線、

3・3・2号広野大塚線について早期の事業実施すること。

2. 県道 50 号座間大和の整備完了区間以北から県道 51 号町田厚木との交差点（相武台団

地入口）までの未整備区間は、交通量の増大による渋滞が生じているため、「かながわ

のみちづくり計画」の事業化検討箇所へ位置付けるとともに、未整備区間の整備を含

めた慢性的な交通渋滞の解消に向け積極的に整備を促進すること。

	 また、県道 51 号町田厚木は地域の防災・減災上の重要な路線として機能していること

から、事業実施している区間以外も積極的に整備を促進すること。

3. 当市公共下水道事業計画では、大和市との行政界に隣接する「ひばりが丘排水区」が

引地川流域に含まれていますが、放流先が未整備のため、現在は遊水地による貯留、

浸透等で対応していることから、放流先となる引地川改修事業を促進すること。

4. 児童生徒の安全を確保し、教育内容を充実させるため、情緒障がい児 5 人に対し担当

教員 2 人の配置から、情緒障がい児 4 人に対し担当教員 2 人の配置に教員加配基準を

拡充すること。また、児童生徒の不登校対策として、教員の派遣のほか、専門的な立

場から指導できる支援員の配置などに対する新たな財政措置を講じること。
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5. 当市が維持管理する「東原パトカー立寄所」を積極的に活用し、パトロールの頻度を

増やすなど、駅北側地域のさらなる警備体制を強化すること。

南足柄市
1. 重度障害者医療費助成制度については、統一的な取り組みが必要であることから、県

補助金の対象外とする措置を撤廃すること。

	 また地域格差が生じないよう、全国統一の制度を創設し国の事業として拡充するよう

国への働きかけを行うこと。

2. 深刻な産科医、小児科医及び救急医療に携わる医師不足に対応し、地域における安定

した医療環境の確保及び二次医療圏における救急医療体制を維持するため、医師の養

成数の増加や勤務環境の改善等、医師を安定的に確保する対策を早急に講じるととも

に、引き続き、国にも働きかけること。特に県立足柄上病院の産科・小児科を始めと

する医療体制、救急医療の充実を図ること。

3. 小児医療費助成事業について、補助対象者を義務教育を受ける児童まで拡大するとと

もに、対象者の一部負担金を撤廃すること。

4. 地方消費者行政推進交付金の活用期間が終了することで、今まで充実させてきた事業

の強化や、相談受付のサービス水準維持のための財源確保が難しくなる。全国均一の

サービス水準を維持・拡充するため、地方消費者行政強化交付金の対象事業に消費生

活相談体制整備事業を加え、継続して財政支援を講じるよう国に働きかけること。

5. 減免（助成）を行った場合の減免（助成）額に対する補助制度を創設すること。

6. 身体障害者や知的障害者に実施されている各種交通運賃の割引について、制度から除

外されている精神障害者を割引の対象にするよう、国や交通事業者への働きかけること。

7. 生活保護制度は法定受託事務であり、国が果たすべき役割であることから、生活保護

費負担金については全額国庫負担とするよう、平成 29 年 7 月の国への要望に引き続き

今後も働きかけること。

	 また、生活保護法の適用対象とならない外国人に対する支援についても、同様に全額

国庫負担とするとともに外国人に係る保護の決定、調査などに関する根拠法令の整備

について国に働きかけること。

8. 生活困窮者自立支援法における各支援事業については、生活保護に至る前あるいは保

護脱却の段階の自立支援の強化に対する支援となるため、全額国庫負担とするよう国

に働きかけること。
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9. 令和 3年 4月に行なわれる介護報酬改定に向けて、地域における安定した介護保険サー

ビスの提供が図られるよう、地域に即した「地域区分」の見直しについては市町村ご

との決定ではなく、生活圏の実情を把握し、同一圏内の地域については同一区分とす

ることを国に働きかけること。

10.「改定・かながわのみちづくり計画」において整備推進箇所（整備）に位置付けられ

ている県道 711 号（小田原松田）から国道 255 号までの区間の早期完成に向けて優先

的に事業を推進するとともに、都市計画道路沼田・班目線から県道 74 号（小田原山北）

までの区間を事業化検討箇所に位置付けること。

11. 主要地方道 74 号（小田原山北）と一般県道 717 号（沼田国府津）の交差点及び相模

沼田駅交差点に右折車線の設置すること。

12. 狩川・内川の県が管理する河川において、河川内に土砂が堆積している箇所があり、

近年多発している集中豪雨等によって発生が想定される、河川の氾濫による浸水被害

に対応するためにも、継続的な河床の浚渫の実施をすること。

綾瀬市
1. 都市化により超過密化した綾瀬市の現状を考慮し、各騒音対策を図ると共に、基地機能

の整理及び縮小を推進し、早期返還に向けて必要な措置を行うよう国に働きかけること。

	 また、防衛施設周辺の移転補償による市税の減収や移転跡地の利活用についても対策

を講ずること。

2. 全国的に介護人材が不足しており、綾瀬市においても人材の不足が課題となっている

中、初任給を向上させるなど、介護人材の確保へ直接的な効果が見込める取組を実施

するよう国に働きかけること。

	 また、医療介護総合確保促進法に基づく神奈川県計画の中で、介護人材と県内事業所

のマッチング事業の強化を図ると示されていることから、地域偏在が生じることなく

介護人材が確保できるよう取り組むこと。

3. 綾瀬市では、大学病院への医師の引き上げや人件費の高騰等、病院経営の悪化が地域

医療体制の維持に大きな影響を及ぼしている。超高齢化社会に伴う地域医療体制の整

備及び充実強化を図るため、医師の養成・確保対策の充実を求めるとともに、現存の

地域医療介護総合確保基金に内科外科診療を対象に加える等、地域医療体制の維持に

向けた十分な財源措置を講ずること。
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葉山市
1. 三浦半島中央道路北側の逗子区間は、一定の事業進捗が図られているものの、交通量・

地質調査等の結果を踏まえ、引続きの事業推進により地域住民の理解を得ながら早期

延伸を実現すること。

2. 防災対策や魅力向上の一環として電柱の地中化を実現するための情報提供や協力を行

うこと。

3. 一部のバス停においては既にバスベイを設置しているものの、未設置の箇所への対応

を図るとともに、県が既に行っているパトロールによる良好な道路の維持管理に加え、

道幅の確保等により、歩行者や自転車が既設の国県道を安全かつ快適に利用できるよ

う引き続き支援すること。

寒川町
1. 新駅設置及び新駅の受け皿となるまちづくりの実現に向けて、既定の補助制度のみな

らず、県央・湘南都市圏の南のゲートを位置づける広域的な立場から、さらなる財政

的支援や事業の組み立て方など現実的な事業スキームにおいて、支援すること。

大磯町
1. 県道 610 号大磯停車場線の通行の安全性と利便性の向上のため、早期に拡幅整備を行

うこと。

2. 町が行う金目川・三沢川水系の浸水対策の計画的かつ確実な実施に向け、技術的支援

や平塚市との協議調整、また財政的な支援を行うこと。

二宮町
1. 葛川水系の安全性確保のため、護岸整備や浚渫など必要な整備に早急に取りかかること。

	 また、葛川上流部の打越川の未整備区間は渓岸浸食が顕著で、下流域にも影響するこ

とから、現状に見合った砂防施設の早期整備及び排水断面の確保を行うこと。

中井町
1. 町は災害発生時に役場庁舎に災害対策本部を設置する防災計画としているが、令和元

年 12 月 20 日に神奈川県が水防法に基づき指定された中村川水系中村川・藤沢川洪水

浸水区域において、中井町役場周辺は、想定最大規模で水深 0.5 ｍ未満の洪水浸水区

域に指定されたことから、大雨による災害発生時に災害対策本部の運営に支障をきた

す可能性がある。このことから、隣接する中村川の計画的な河川管理や護岸嵩上げな

ど浸水区域解消に向けた計画的な河川改修を行うこと。

	 また、町では、中村川が溢水した場合にあっても、役場庁舎自体が浸水しないように
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出入口付近に止水板を設置することなどで災害対策本部機能を確保する方法を検討し

ている。役場庁舎への浸水対策としての止水板の設置については、早急な対応が必要

である一方、その設置費用は高額となることから、県の市町村地域防災力強化事業費

補助の活用を検討し、次年度以降、早期に実施したいと考えているので、市町村地域

防災力強化事業費補助の制度及び補助率の維持も含めて予算を確保すること。

2. 中村川水系藤沢川は護岸の未整備区間があり、ゲリラ豪雨や台風による河川の増水で

河川の自然護岸が崩落する被害が頻繁に発生し、河川管理者において復旧は済んでい

るが、一部では大型土のうでの仮復旧の箇所もあり、豪雨時においては、町もパトロー

ルを行うなどの対応を行っている。

	 町では当該河川に並行する幹線町道の拡幅改良の整備（延長約 1㎞）を計画しているが、

計画を進めるにあたり以下の 3 つの課題を有している。①東西を山林に挟まれた限ら

れた空間に河川と道路を的確に配置する必要があること、②過去の洪水や水害対策工

事により現河川と現町道が配置されていることから、河川内民地・道路内民地が存在し、

廃河川敷・廃道路敷を個人が使用し、筆界と使用権界が複雑となっている状況を処理

する必要があること、③河川整備及び道路整備に併せた道路橋の集約・架替による維

持管理費のコスト縮減を図ること。

	 このうち②は町が地籍調査事業を実施し、令和元年度には境界立会いが完了し、今年度、

既に国より認証を取得し、地図及び簿冊を法務局に送付したことから、敷地の整理に

向けた前提条件はほぼ整った状況になった。

	 藤沢川に並行する幹線町道整備にあたっては、①を踏まえ、河川改修計画と整合をとっ

た整備を進めていくので、早期に河川敷地の整理や護岸未整備区間の河川改修に向け

た計画を進めるべく予算を確保すること。

3. 去る 5月 25 日に新型コロナウイルスの感染拡大に伴う緊急事態宣言が、6月 19 日から

は県外への旅行・移動の自粛も解除され、イベント開催制限も順次緩和されたものの、

7 月 17 日には神奈川警戒アラートが発動されるなど、まだまだ予断を許さない状況で

あり、しばらくは新型コロナウイルスと共存していかなければならないものと認識し

ているが、このコロナ禍において、新しい生活スタイルへの転換などが注目を集めて

おり、地域の医療体制の確保についても言及されている。

	 県西地域では、足柄上病院が新型コロナ対策の重点医療機関に指定され、初診、救急

の受入の停止、一般外来も周辺の医療機関への転院を依頼するなどして縮小された。

このため、県西地域のもう一つの基幹病院である小田原市立病院が多くの救急患者を

受け入れることになり、現場の負担や感染リスクが急増し、院内感染の一因となった

とも言われている。

	 第 7 次神奈川県医療保健計画では、病床の地域的偏在を是正し、全国的に一定水準以

上の医療を確保することを目的とし、病床を整備するための目標であるとともに基準

病床数を超える病床の増加を抑制する基準として、療養病床及び一般病床は二次保健
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医療圏ごとに、感染症病床などは県全域を範囲として基準病床数が定められており、

計画期間の中間年にあたる今年度に基準病床数の見直しを検討するため、地域医療構

想調整会議が開催されると聞いている。

	 昨年 9 月に厚生労働省が再編・統合を促すとした全国の公立・公的病院に中井町民の

受診者も多い秦野赤十字病院を含む県内の 10 病院が名指しされた。これ対する県の協

議結果は、再検証の結果、統廃合や病床の削減等にはならないことが公表されている

ところだが、効率化の観点だけではなく感染症対策等も考慮した地域の医療体制の確

保を国に働きかけていくこと、地域の住民が安心して暮せる地域医療体制の実現を図

るとともに、併せて中井町の生活圏を考慮し、中井町の湘南西部地域医療構想調整会

議への構成員としての参画についても配慮すること。

大井町
1. 県西地域活性化プロジェクトは新型コロナウイルス感染症の拡大を伴い、観光に係る

今後の展望は不透明になっている。この現況を乗り越えるためにも、でき得る限り早

い時点からプロジェクトの更新に着手するとともに、県西地域の活性化につながる施

策を展開していくこと。

2. 都市計画道路和田河原開成大井線については、周辺地域の交通渋滞の解消、都市防災

機能の強化、さらには足柄地域の経済の活性化等、その効果は多大なものが期待され

ることから、県道 711 号から国道 255 号までの区間について、早期建設に一層取り組

むこと。

3.	JR 御殿場線において、TOICA エリアと SUICA 首都圏エリアをまたがる利用が可能とな

るよう、引き続き、県が主体的に鉄道事業者や国に対して働きかけを行うこと。

4. ジビエ活用に関しては、ジビエ活用の有無に係わらず捕獲従事者の負担に差異はなく、

地域によりその状況も異なることから、ジビエ活用を実施しない地域に対しても、支

援を弱めることなく今まで同様、支援策を強化するよう制度の見直しを行うよう、国

に働きかけること。

5. 水害予防のために早急に足柄上地域の河川内に立ち並ぶ樹木等の伐採を実施すること。

併せて護岸や堰堤等の整備計画についても再確認を行うこと。

6. 神奈川県では令和元年 3 月に策定した「神奈川県警察交番等整備基本計画」において

交番を統合し減少させるという指針を示しているが、大井町の存する松田警察署管内

は、県内の約 6 分の 1 を占める広範な面積でありながら交番は 5 つしかなく、交番が

減少すると有事の際の対応の遅れや体感不安の低下につながることから交番数を維持

していくこと。
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松田町
1. 新松田駅北口・南口広場を含めた駅周辺地域の整備における多様な支援により、県

と町が連携して駅周辺整備事業の実現を目指すとともに、御殿場線ガード下の道路

拡幅改良事業を早期に実施及び「かながわみちづくり計画」等の県計画へ位置づけ

ること。

2. 新型コロナウイルス感染症の影響により、高齢者の居場所の確保が難しくなっている

ことから、新たな生活様式を踏まえた、高齢者の生きがいの創出や居場所づくりを推

進していくため、既存の地域コミュニティの存続及び新たな生活様式に即したコミュ

ニティ形成を目的としロボットや ICT を活用した見守り、遠隔地に住む家族との会話

などができるような取組に対する補助制度を設けるなど、多面的な財政及び人的支援

に取組むこと。

	 また、町民の移動手段及び生活の維持、観光振興を担う公共交通事業者は社会的イン

フラとして重要な役割を担っており必要不可欠なものであることから、新型コロナウ

イルス感染症の影響に伴う減収により路線の減便・廃線等の影響がないように事業者

に対する損失補填分に財政支援措置を講じること。

3. 昨年の台風の影響も考慮し、風水害予防のために早急に足柄上地域の河川内に立ち並

ぶ樹木等を伐採し、また護岸や堰堤等の整備計画を再確認すること。また、森林整備

の実施については町に対する財政措置ならびに施業人員の確保（人材育成）にも十分

な配慮を講じること。

山北町
1. 新東名高速道路は、令和 5 年度の全線開通に向けて整備が進められており、これに合

わせて（仮称）山北スマート IC も供用開始する予定であり、IC に接続する主要地方道

76 号（山北藤野線）は、供用開始後には交通量の増加が予想され、各観光拠点を結ぶネッ

トワーク路線としての重要性も高まると考えている。

	（仮称）山北スマート IC は、県西地域の新たな玄関口となることから、当町では、昨年度、

「（仮称）山北スマート IC 周辺土地利用構想」を策定し、IC 周辺の土地利用の基本的な

考え方を整理したところである。

	 しかしながら、特に IC 周辺地域は急峻な地形で平坦地が少なく、利用可能な土地が限

られている。そのため、新たな観光施設を整備するのではなく、河内川の景観を生か

しつつ、既存施設である「道の駅山北」や新たな人口景観となる新東名高速道路「河

内川橋」などを積極的に活用することで、新たなゲート空間を形成したいと考えている。

こうした土地利用、特に河川区域内の用地の利活用を進めるにあたっては、河川管理

者である県との調整や許認可が課題となってくる。

	 また、IC からは、アクセス道路により主要地方道 76 号（山北藤野線）に接続するわけ

であるが、この部分にも新たな景観整備を施したいと考えている。
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	 このため、県においては、「（仮称）山北スマート IC 周辺土地利用構想」の実現に向け

ての支援や協力をすること。

2. 山北町立河内川ふれあいビレッジは、町内にあるキャンプ場の中で入込客数が非常に

多く、近年は 1 万 5 千人もの利用者が訪れる町内でも有数の施設で、地域住民の雇用

と収益の確保という点で重要な施設となっていた。

	 また、当町の新たな玄関口となる新東名高速道路「（仮称）山北スマート IC」の入口部

に位置していることから、令和 5 年度の全線開通により首都圏をはじめ、これまで以

上の来訪者が期待されていた。

	 しかし、令和元年 10 月に発生した台風 19 号により、河内川ふれあいビレッジの西側

から場内を流れるモロト沢の上流部において土砂崩落が発生した。これによりキャン

プ場敷地内だけでなく関連施設も土砂で埋没し、さらには 2 級河川の河内川にまで土

砂が流出する被害を受け、キャンプ場は休業を余儀なくされるとともに、地域におけ

る雇用の場が無くなるという状況になっている。

	 当該キャンプ場周辺は、平成 22 年 9 月の台風により大きな被害を受けており、その後

も継続的に被害を受けてきた経過があるため、近年多発している豪雨や大型台風等が

発生した際、再び大量の土砂流出が危惧されることから、来訪者の安心安全及び地域

の雇用の場の確保が図られるよう、モロト沢上流部における治山工事を県事業として

早期に実施すること。

3. 近年、国内の至る所で地震や集中豪雨などの大規模災害が発生しており、これまで以

上に地域住民の孤立化対策が重要になると考えている。

	 林道秦野峠線は、松田町寄地区と山北町玄倉地区の奥地に広がる森林の活用と集落を

結ぶ林道として位置づけられているが、神奈川県地域防災計画～地震災害対策計画～

( 平成 29 年 2 月 ) では、災害時の集落の孤立を防ぐため、防災上の林道の役割として

緊急避難路や迂回路になる農道・林道の安全確保に努めるとしており、この林道の活

用を図ることで、災害の際は両地区における孤立集落対策にもつながることが期待さ

れる。

	 平成30年度には、災害時における通行に向けて、県、山北町及び松田町の三者協議を行っ

たが、昨年度の台風 19 号により被災し、現在も林道の通行そのものに支障をきたして

いる状況である。

	 こうしたことから、災害時における通行のためのルール作成や、基本協定等の締結が

必要であるため、引き続き三者協議への協力をお願いするとともに林道災害の早期復

旧を進めること。
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開成町
1. 都市計画道路駅前通り線や都市計画道路中家下島線及びその周辺を対象とした土地区

画整理事業や地域経済の振興・活性化へ資するような路線（鉄道駅等へのアクセス道路）

については組合施行と同様の補助制度を創設し、社会資本整備総合交付金の都市再生

区画整理事業を適用する場合は県の上乗せ補助すること。

2. 小田急線開成駅への急行停車に伴い、駅の乗降客数も増加しており、これから周辺地

域への商業施設の立地など環境の変化が予測されることから、地域住民の安全と駅周

辺の治安維持のため、早急に開成駅前に交番を設置すること。

3. 児童の通学路での安全の確保と自動車の円滑な通行の確保を図るため、県道 720 号（怒

田開成小田原）と都市計画道路和田河原開成大井線の「開成駅南側交差点」及び都市

計画道路山北開成小田原線と都市計画道路和田河原開成大井線の「開成南小学校西交

差点」への右折信号機を設置すること。

箱根町
1. 大涌谷園地に至る県道の渋滞緩和対策については、過去に下り車線側道部に上り車線

からの転回が可能な場所の設置や道路拡幅等の整備を要望したが、国立公園内であり

地形の改修につながるハード対策は実現困難という回答であり、対案として入場待ち

時間を表示した看板の設置などの対策が行われた。これにより渋滞発生をある程度抑

制できているものの、大涌谷の観光を諦める人が増えることになっており、抜本的な

対策とはなっていない。本来は渋滞発生分も駐車できるよう収容台数を増やすことが

望ましく、その際は突然の火山災害発生時に観光客を一時避難させる施設の増加も必

要となる。両者を一挙に解決する方策として、現在の駐車場位置に立体屋内駐車場を

新設すること。また、地理的困難な場所ではあるが下り車線側道部に上り車線からの

転回が可能な場所の設置や道路拡幅等の整備を行うこと。

2. 箱根町内二十を超えるハイキングコースの中でも日本遺産「箱根八里」のハイキング

コースは、国内客のみならず外国人観光客の人気スポットとなっている。国内外へ向

け日本遺産の認知度の向上・魅力の発信とともに、観光誘客の促進や地域の活性化に

繋げるためには歩行する観光客、特に外国人観光客に対して日本遺産「箱根八里」を

解説する案内看板（外国語併記）が効果的であることから、神奈川県が実施主体とな

り積極的な充実・整備を行うこと。

3. 主要幹線道路が交わる本交差点周辺における直近の状況は、交通事業者からバスター

ミナル整備計画案が提案されるなど転換期を迎えており、それを受けて改良に向けた

地元の機運も再び高まりを見せ、再事業化を求める要望書が提出されるに至った。そ

の後、官民（町と地元関係者）が協議しながら連携する場として「仙石原まちづくり
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プラットフォーム」が創設され、その中でまちづくりの観点から交差点改良の再事業

化についても検討されている。また、南足柄市と箱根町を連絡する道路の開通に伴う

交通量増加も見込まれることから、早期の再事業化及び事業の着手を行うこと。

4. この区間は、昨今のハイキングブームやインバウンド需要の高まりにより、ハイカー

等多数の歩行者の往来があることから、安全対策が急務となっている。また、沿道付

近の金時公園においては、人気アニメとコラボレーションしたデザインの公衆トイレ

が町により建設され、注目を集めている。

	 これらの地域資源である金時山周辺地域への安全な動線を確保し、仙石原交差点の改

良と合せて面的整備に繋げ、沿道の活性化を図る上でも早期に整備を図ること。

5. この区間は、仙石原湿原やすすき草原等の豊かな自然環境と地域資源を有し、多数の

町民や観光客の往来があることから、引続き未整備区間の整備を要望する。また、整

備にあたっては、可能な限り自然環境に配慮した施工を行うこと。

6. 箱根湯本駅前の拡幅は一部終了しているが、引き続き旭橋までの拡幅改良を進めること。

真鶴町
1. 令和 3 年度の神奈川県産岩ガキの本格出荷に向け、安全安心を確保するために複数の

検査が必要となる。1回に要する費用が高額で漁業者の負担が大きいことから、検査費

用の補助等の支援を行うこと。

	 また、県内初の生食二枚貝（岩ガキ）の本格出荷となることから真鶴町・神奈川県の

新ブランドとして位置付けるとともに、岩ガキの PR 等の支援を行うこと。

2. 真鶴港活性化整備計画実現に向けた今後の具体的な計画、港内整備の完成までのスケ

ジュールの明示と各施設の早期着工を進めること。

	 また、水上バイク等の利用の広がりに伴い、港湾施設の利用に係るルールを説明した

看板を設置する等の対策、整備計画においては「プレジャーボート需要への対処」など、

時代の変化に合わせたレクリエーション利用に関する環境整備についての検討するこ

と。

3.	GIGA スクール構想の実現に向けた学校 ICT 環境整備について、自治体の財政負担が大

きいため、それらに関する財政措置をすること。

	 また、ICT 機器は時代のニーズに合わせて入れ替えが必要となるため、整備後の端末（タ

ブレット等）の更新の際の補助制度についても、補助対象とするよう国に働きかける

こと。
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湯河原町
1. 新崎川の河床整理については、河口から宮渡橋まで、また雑木等の除去については、

宮の入橋までを平成 29 年度より 3 カ年計画で行われているが、引き続き、宮の入橋か

ら上流の雑木等の除去の実施を行うこと。

	 また、既設護岸の一部低い箇所については、令和元年度の台風 19 号時に越水寸前の状

況が確認されているため、早急な既設護岸改修の整備を行うこと。

2. 小田原市から真鶴、湯河原の 1 市 2 町にまたがる広域的な営農団地内の基幹的農道を

整備することにより、農作業、集出荷作業の効率化、流通の合理化及び生活環境の整

備を図り、農業振興を中心とした地域の活性化を推進すると共に、国道 135 号及び県

道 740 号が通行不可となった際の防災上の観点においても、早期に完成されること。

3. 平成 27 年度に湯河原海辺公園の整備が完了し、EV 急速充電器の設置やドックランの整

備を行ったことにより、地域住民や観光客が多数利用しているが、海辺公園と湯河原

海岸の一連とした海岸利用を行うことにより、さらなる利用者が多く見込まれる。

	 しかし、海辺公園と湯河原海岸のアクセスには、国道を横断し迂回するルートしかな

く危険であるため、海辺公園と湯河原海岸の相互利用の促進という観点から直接アク

セスできる通路等の整備を行うこと。

4.「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成 19 年法律第 59 号）」第 5 条に規

定する法定計画として平成 30 年 5 月に「湯河原町地域公共交通網形成計画」を策定

し、その際、地域公共交通確保維持改善事業費補助金の地域公共交通調査事業（補助

率 1/2）を活用した。

	 また、同補助金の地域公共交通確保維持事業（地域内フィーダー系統確保維持事業）

を活用し、予約型乗合い交通「ゆたぽん号」の運行系統 3 エリアについて交通不便地

域の指定を受け、交通不便地域の解消、並びに持続可能な仕組みとなるよう、生活交

通の確保対策に努めている。

	 しかし、バス路線について、不採算路線や乗務員不足により、路線からの撤退や減便

が相次いで発生し、住民の利便性が損なわれていることから、不採算路線に対する補

助や乗務員確保に向けた各種対策を講ずるよう、国に働きかけること。

5. 県道 75 号と藤木川が隣接している箇所については、平成 21 年度から護岸整備に併せ

て歩道設置が実施されているが、不動滝から池峯橋付近までの一部区間は未整備となっ

ており、地域住民や藤木川の沿道の散策を楽しむ観光客の安全確保のため、早期整備

を行うこと。

	 また、護岸整備に併せた歩道設置は、令和2年度に終了予定だが、道路単独整備区間とし

て引き続き実施し、さらに、五段の滝付近の歩道設置については、新たな観光スポットとし

て計画しているため、歩道と併せて駐車場スペースなど立ち寄れる場所として整備すること。
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愛川町
1. 県道 54 号、63 号、511 号、65 号における道路改良整備、交差点改良整備、バスベイの

設置、歩道整備など必要に応じて、県が対応すること。

2.「市町村地域防災力強化事業費補助金」は令和 2 年度までの時限的な制度となってい

る。しかし、減災対策を計画的に進めていくためにも、令和 3年度以降も継続すること、

また交付額も十分でないため増額すること。

3. 昨年 10 月の台風においては、県内も甚大な被害が発生し城山ダムでも初めて緊急放流

が実施されたが、緊急時における情報伝達に課題があることが明らかになった。流域

での安心・安全を高めるためにも、新たな情報共有の在り方を模索すること。

4. 夏場の河川敷には、海水浴場の開設中止のため、涼を求める多くの人が流入している

状態にある。水害の懸念や、新型コロナウイルスの感染症の拡大が懸念される場合には、

県のリーダーシップのもとに立ち入り及び利用制限など、物理的な対策を講じること。

清川村
1. 清川村は、神奈川県の水源環境保全という重要な役割を担っている。しかし、小規模

自治体のみで水源地域を守っていくことは、財政・人材の面で大きな負担となる。そ

こで県の積極的な支援が不可欠になる。平成 19 年度に策定された「かながわ水源環境

保全・再生施策大綱」は令和 8 年度までの計画だが、これまでの施策の継続と新たな

支援を追加改定すること。

2. 宮ケ瀬ダムの完成から 19 年が経過して、施設の老朽化が目立つようになってきた。昨

今の観光ニーズの多様化などこの地域の魅力は高かなってきており、神奈川県にさら

なる観光客の誘致するためには、県、さらには民間事業者とともに地域の魅力をさら

に高めていく必要がある。そこで、官民連携による日本版 DMO の着実な事業展開が重

要であることから、施設管理者である神奈川県の積極的な支援を行うこと。

3. 県道 64 号、60 号はいずれも緊急輸送道路に指定されている。しかし、これまでも倒木

や土砂崩れにより通行が困難になる事態が発生している。安全対策として、沿線の樹

木伐採など予防的な維持管理を県が行うこと。

4.「道の駅清川」前は、近くに大型ドラッグストアができたこともあり、横断者が多くなっ

ていることから、信号機設置指針に基づいて信号機を設置すること。







令和 2 年 10月15日発行


